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様式１－２－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人国立印刷局 
評価対象中期目標期間 中期目標期間実績評価 第３期中期目標期間 

中期目標期間 平成 25～26年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 財務大臣 
 法人所管部局 理財局 担当課、責任者 国庫課 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 文書課政策評価室 
 
３．評価の実施に関する事項 
評価の実施に当たっては、６月 23日に国立印刷局理事長及び監事へのヒアリングを行い、７月 15日に有識者からの意見聴取を行った。 

 

 

 

 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし 
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様式１－２－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 

評定に至った理由 本中期目標期間中の各年度において、項目別評定は一部がＡ及びＣであるものの殆どの項目がＢであること、また、全体の評定を引き下げる事象がなかったことから、「独立行

政法人の評価に関する指針」（総務大臣決定）に基づきＢとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 ・本中期目標期間においては全ての年度で、財務大臣が製造計画で定めた銀行券の全量を、日本銀行が指定した納期までに確実に納品し、銀行券の円滑な供給に大きな役割を果

たした。 

・通貨行政への参画については、銀行券の動向等に関する調査等が国内外において積極的に実施され、平成 26 年 5月に券種識別性を向上させた改良５千円券の発行が実現した。

さらに、目の不自由な人のためのお札識別アプリ「言う吉くん」を開発し、民間企業による製品化を実現するなどの成果をあげた。 

・期間を通じて、旅券及び印紙等の製造、官報及び法令全書等の提供など、その他の業務についても着実に成果を上げている。 

・業務運営の効率化及び保有資産の見直しに関しては積極的な取組がみられ、特に、経費の削減については、各数値目標が高い水準で達成された。 

・平成 24年度決算検査報告（会計検査院）において２件の不当事項が指摘された。本指摘は何れも前中期目標期間中に発生した事象であり、既に改善が図られているところで

あるが、会計検査院から不当事項の指摘がなされた事実は重く、該当する項目の評定をＣとした。 

・平成 26年度においては、労働災害が４件発生したこと等により、「職場環境の整備に関する計画」の評価がＣとなったが、国立印刷局安全衛生管理計画に基づく、安全衛生教

育、リスクアセスメント及びメンタルヘルスの各取組は着実に実施されている。 

・環境保全に関しては、環境マネジメントシステムがＩＳＯ14001認証の維持・更新審査に合格したほか、温室効果ガスの削減に資する設備の導入等により、各数値目標は全て

大幅に上回る水準で達成された。 

以上を踏まえ、全体として順調な業務運営が行われていると評価する。 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 
 

 
３．課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
・平成 25 年度決算検査報告（会計検査院）において「国庫納付に向けた処分計画を策定していなかった」として処置済事項（平成 26 年 8 月に処分計画を策定済）とされた静岡

敷地については、その後の手続きが確実に行われ平成 27 年 6 月に国庫納付が完了したところであるが、平成 27 年度以降においても、引き続き、保有資産の厳格な管理を行っ

ていく必要がある。 
・会計検査院から指摘を受けた事象については、既に改善が図られているところであるが、類似の事象が発生しないよう内部統制の強化を求める。 
また、高度なセキュリティが求められる銀行券等の製造を主力業務としていること、平成 27 年度からは行政執行法人に移行したこと及びサイバー犯罪が高度化し、かつ、増

加していることを踏まえると、より強固な内部統制や機密情報の保護を含めたセキュリティの確保に向け、弛むことなく努力を続けていくことが重要である。年度計画を達成

できなかったＢＣＭの運用については、早急に開始するよう的確な対応を求める。 
・会計検査院から指摘を受けた事象については、既に改善が図られているところであるが、平成 27 年度以降においても、引き続き、契約事務全般にわたって適正化に努める必

要がある。 
・外国政府等の紙幣等の製造の受注については、国際協力及び偽造防止技術を中心とした製造技術等の維持・向上を図る観点から、通貨関係当局等との緊密な連携の下、国内銀

行券の製造等の業務の遂行に支障のない範囲内で、積極的に取り組む必要がある。 
・官報については、より迅速かつ確実な製造を行うため、電子入稿の拡大に向けた取組を強化していく必要がある。また、官報の訂正記事箇所数については、目標を達成したも

のの、前年度の件数を上回る結果となっているため、個々の事例について要因分析を行い、再発防止策を講じることにより、削減に努める必要がある。 
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・保有資産については、引き続き、不断の見直しを行っていく必要がある。 
・労働災害については、緊急安全点検等を通じて危険箇所の改善等が図られているところであるが、引き続き、未然防止に注力することが重要である。 

その他改善事項 該当なし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
該当なし 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 ○監事ヒアリング（平成 27年 6月 23日）における監事からの主な意見 

 ・国立印刷局は行政執行法人となり、その業務性格上、与えられた役割を「十分に果たして当たり前」であるが、反面将来的な職員のモチベーションの維持・向上に配慮する

必要がある。業務実績の評価に当たっては、相応（標準以上）の評価を与えていただきたい。 

 ・長年にわたり設備投資が抑制されてきていたが、中長期的視点に立った計画の実施が必要である。 
その他特記事項 ○独立行政法人国立印刷局の業務実績評価に関する有識者会合（平成 27年 7月 15日）において、各委員から出された主な意見は以下のとおり。 

・業務の質を確保しながら固定的な経費を大幅に削減したことは高く評価したい。国立印刷局については業務内容に鑑み、セキュリティの確保や中長期的な視点に立った手堅

い経営が重要。また、人員の減員努力は評価できるが、すでにかなりスリム化されており、今後は組織の体制固めの時期に入っているのではないか。 

 ・「内部管理体制の強化」及び「その他業務全般に関する見直し」については、会計検査院から不当事項として指摘されたことを重く受け止め、Ｃ評価とすることに反対する

ものではないが、評価にあたっては本項目全体としては着実な成果が認められることと軽重のバランスを考慮して判断してもよいのではないか。 

・インターネット版官報の一時配信停止については、このようなことが起こってはならないという点では、体制の不備でありプラスには評価できないが、異常を察知し、しっ

かりと対応したことについては高く評価できるのではないか。評価においては、数値目標を上回ったかどうかも重要であるが、仕組や体制の整備などのプロセスも重要なポ

イントである。 

 ・「内部管理体制の強化」については、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の運用開始は遅れたものの、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定がなされたことや、ＢＣＭについてもほ

ぼ運用開始の段階に至っているなど、本項目全体の成果を踏まえれば、財務省の評価（Ｂ）は妥当なものと考えられる。 

・「人事に関する計画」については、数値目標を大幅に上回る成果をあげている指標があるためＡ評価が妥当ではないか、との意見に対し、本項目については人事全般の質的

な側面も重要であり、数値目標の一部のみで判断することについては慎重であるべき、との意見があった。 
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様式１－２－３ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表様式 

中期計画 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別調書

№ 
備考

欄 
 中期計画 年度評価 中期目標期間

評価 
項目別

調書№ 
備考欄 

 25
年度 

26
年度 

27
年度 

28
年度 

29
年度 

期間実績評

価 
  25 

年度 
26 
年度 

27 
年度 

28
年度 

29 
年度 

期間実績評価 

Ⅰ． 業務運営の効率化に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  
 事務事業の見直し           通貨行政への参画 Ａ＋ Ｂ    Ａ Ⅱ－1  

 経費削減に向けた取組 Ａ Ａ Ａ Ⅰ－1－⑴    銀行券の製造等 Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ－2  
 セキュリティ製品事業にお

ける取組 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ－1－⑵  

  旅券、印紙等の製造費 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ－3 

 

 
 情報製品事業における取組 Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ－1－⑶    官報、法令全書等の提供等 Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ－4  
 その他業務の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ－1－⑷          

 組織の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ－2          
保有資産の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ－3          
内部管理体制の強化 Ｂ Ｂ Ｃ Ⅰ－4          
その他業務全般に関する見直

し 
Ｂ Ｂ Ｃ Ⅰ－5  

        

                  
        Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
         予算、収支計画、資金計画 Ａ Ｂ    Ｂ Ⅲ－1  

        短期借入金の限度額 － － － Ⅲ－2  
        不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産が

ある場合には、当該財産の

処分に関する計画 

○ Ｂ Ｂ Ⅲ－3  

        上記に規定する財産以外の

重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするとき

は、その計画 

－ Ｂ Ｂ Ⅲ－4  

         剰余金の使途 － －    － Ⅲ－5  

                  
        Ⅳ．その他の事項  
         人事に関する計画 Ａ Ｂ    Ｂ Ⅳ－1  

        施設、設備に関する計画 Ａ Ｂ Ｂ Ⅳ－2  
        職場環境の整備に関する計

画 
Ａ Ｃ Ｂ Ⅳ－3  

        環境保全に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ⅳ－4  

                     
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（１） 経費削減に向けた取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 
25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

法人全体の固定的な

経費 
 
 

 平成 25 年度から平成 26 年

度までの実績平均額が、前中

期目標期間までの実績平均額

と比較し、8％以上削減 

58,228百万円 50,558百万円 52,729百万円    平成 25年度から平成 26年度までの実績平均額 

51,643百万円（▲11.3％） 

工場及び本局の固定

的な経費 
 
 
 
 
 

 平成 25 年度から平成 26 年

度までの実績平均額が、前中

期目標期間までの実績平均額

を下回る 

 

 

（東京）  17,727百万円 

（王子）   4,607百万円 

（小田原）12,708百万円 

（静岡）   4,054百万円 

（彦根）   5,381百万円 

（岡山）   4,779百万円 

（本局）   7,156百万円 

（東京）  15,467百万円 

（王子）   3,816百万円 

（小田原）11,726百万円 

（静岡）   3,469百万円 

（彦根）   4,778百万円 

（岡山）   4,054百万円 

（本局）  5,640百万円 

（東京）  15,734百万円 

（王子）   3,768百万円 

（小田原）12,917百万円 

（静岡）   3,500百万円 

（彦根）   4,934百万円 

（岡山）   4,073百万円 

（本局）   6,115百万円 

平成 25年度から平成 26年度までの実績平均額 

（東京）  15,601百万円 

（王子）   3,792百万円 

（小田原）12,321百万円 

（静岡）   3,485百万円 

（彦根）   4,856百万円 

（岡山）   4,063百万円 

（本局）   5,878百万円 

経常収支率 
 

 100％以上 100％ 114％ 110％  

売上高販管費率（研

究開発費を除く。） 
 
 

 平成 25 年度から平成 26 年

度までの実績平均値が前中期

目標期間までの実績平均値を

下回る 

9.4％ 8.5％ 9.1％ 平成 25年度から平成 26年度までの実績平均値（研

究開発費を除く。）8.8％ 

（参考）研究所の固

定的な経費 
－  1,607百万円 1,687百万円  

（参考）変動費 －  8,125百万円 8,151百万円  



7 
 

（参考）原材料費 －  6,013百万円 6,114百万円  
 

 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 
 （1）経費削減に向けた取組 

一般管理費及び事業費について

は、これまでの削減実績を踏まえつ

つ、より一層の効率化を図る観点か

ら具体的な目標を設定することと

し、以下の取組を行うものとする。 
① 本中期目標期間における経費

削減の程度及び経営上の判断に

必要な指標として、引き続き、法

人全体及び工場別の経費削減目

標を設定するとともに、本局及び

研究所についても経費削減に努

め、業務の効率化及び生産性の向

上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）経費削減に向けた取組 
一般管理費及び事業費について

は、これまでの削減実績を踏まえつ

つ、より一層の効率化を図る観点か

ら以下のとおり具体的な目標を設

定し、取り組みます。 
① 経費の削減 

経費削減の程度及び経営上の

判断に必要な指標については、印

刷局の効率化に関する努力が客

観的に反映され、かつ、印刷局の

管理困難な売上高に影響されに

くいものであることから、引き続

き、法人全体及び工場別の「固定

的な経費」を設定し、業務の効率

化及び生産性の向上を図ります。 
法人全体の固定的な経費につ

いては、業務の効率化等により、

本中期目標期間中の実績平均額

が、前中期目標期間までの実績平

均額と比較し、８％以上の削減と

なるよう取り組みます。 
工場別及び本局の固定的な経

費については、本中期目標期間中

の工場別及び本局の固定的な経

費の実績平均額が、前中期目標期

間までの実績平均額を下回るよ

う取り組むとともに、研究所の固

定的な経費については、次期改刷

に向けた偽造防止技術等の研究

開発に直接影響を及ぼすことを

踏まえつつ、可能な限り削減に向

 
 
 
 
 
 
○法人全体の固定的な

経費の削減状況 
 
 
 
○工場及び本局の固定

的な経費の削減状況 
 
 
 
 
 
○研究所の固定的な経

費の削減状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 

 

 

 

 

・ 法人全体の固定的な経費

については、人件費の削減

等により、平成 25年度から

平成 26 年度までの実績平

均額は 516億円となった。 

・ 工場別及び本局の固定的

な経費については、全ての

工場及び本局において、平

成 25 年度から平成 26年度

までの実績平均額が、前中

期目標期間までの実績平均

額を下回った。 

・ 研究所の固定的な経費に

ついては、平成 26年度は、

1,687百万円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

平成 25 年度から平成 26年

度までの法人全体の固定的な

経費は、これまで実施してき

た、退職不補充等の人員削減

の取組を継続したことが要因

で、516 億円となり、前中期

目標期間までの実績平均額

582億円に対して、11.3％（66

億円）を削減し、目標である

8％を大きく上回ったことは

評価できる。 

平成 25 年度から平成 26年

度までの工場別及び本局の固

定的な経費についても、全て

の工場及び本局において前中

期目標期間までの実績平均額

を下回り目標を達成した。 

研究所の固定的な経費につ

いては、次期改刷に向けた偽

造防止技術等の研究開発への

影響を考慮しつつ、研究用消

耗品の購入抑制等により削減

に努めた。 

経常収支率（平成 25 年度

114％、平成 26 年度 110％）

及び売上高販管費率（平成 25

年度から平成 26 年度までの

実績平均値 8.8％）について

は、人件費が増加したものの、

採算性の確保による売上高の

＜評価の視点＞ 

 経費の削減及び業務の効率化が着実に実施され、各数値目

標が達成されたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 国家公務員に準じて実施した役職員の給与減額支給措置

に加え、退職不補充等による経年の努力の結果、法人全体の

固定的な経費の削減率は、高い水準に設定した目標（8％）

を大きく超える水準（11.3％）となった。さらに、原価管理

システムの的確な運用並びに標準原価計算に基づく原価差

異の分析結果を関係部門間で共有するなど、コスト意識の浸

透・定着等の努力により、工場別及び本局の経費、経常収支

率及び売上高販管費率といった定量的な数値目標は、すべて

高い水準でこれを達成した。また、変動費については、調達

価格を抑制するため、仕様書の見直しや入札参加を取りやめ

た業者からの聴き取り調査等により、一者応札の解消に取り

組んだ。 

 以上のように、本項目については努力の成果が各数値に高

い水準で表れていることから、中期目標における所期の目標

を上回る成果が認められるとしてＡとしたもの。 
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② 業務運営の効率化による採算

性確保の状況や財務状況の健全

性を示す指標として「経常収支

率」を設定しているところである

が、更なる効率化を推進するた

め、新たに具体的な目標設定を行

う。 
なお、基幹業務である銀行券の製 

造に係る経費については、毎年度、

国が定める製造計画により左右さ

れるものであるが、原価管理システ

ムの円滑な運用を行い、厳格かつコ

スト意識を持った原価管理に一層

努め、可能な限り、変動費について

も個々の費目特性に応じたコスト

縮減が図られるよう、努めるものと

けて努めます。 
（参考）前中期目標期間までの固定

的な経費の平均額（見込み） 
５８３億円 
注１）法人全体の固定的な経費＝工

場の固定的な経費＋販売費及び一

般管理費（当期総製造費用からの振

替額を除く。） 
工場の固定的な経費＝当期総製造

費用（版面等費用を除く。）－変動

費 
変動費＝原材料費＋外注加工費＋

時間外手当（当期総製造費用に係る

ものに限る。） 
注２）中期計画策定時に想定されな

かった事象が生じた場合には、固定

的な経費の構成要素ごとに必要な

修正をします。 
注３）資産債務改革の趣旨を踏まえ

た組織の見直し、保有資産の見直し

により発生する費用、環境対策投資

により発生する費用及び本中期目

標期間中の新たな施策により発生

する費用については、固定的な経費

から除くものとします。 
② 効率化の推進に向けた指標の

設定 
業務運営の効率化による採算

性の確保の状況や財務状況の健

全性を示す指標として、引き続き

「経常収支率」を採用し、毎年度

１００％以上になるよう取り組

みます。 
さらに、法人全体の管理運営の

効率化に関する新たな指標とし

て、売上高に対する販売費及び一

般管理費（研究開発費を除く。）

の比率を示す「売上高販管費率」

を設定し、本中期目標期間中の実

績平均値が、前中期目標期間まで

の実績平均値を下回るよう取り

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○経常収支率 
 
○売上高販管費率 
 
 
○変動費の縮減状況 
 
 
 
 
○原材料費の調達価格

抑制に向けた取組状

況 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 経常収支率は、各年度に

おいて 100％を上回った。 

・ 平成 25 年度から平成 26

年度までの売上高販管費率

の実績平均値は 8.8％とな

った。 

・ 変動費については、パル

プ等の数量・単価増により、

平成 25 年度は 8,125 百万

円、平成 26 年度は 8,151

百万円となった。 

・ 原材料費の調達価格の抑

制に向け、品質上の問題が

発生しないよう留意しつ

つ、調達先の拡大による一

者応札の解消に取り組ん

増加により目標を達成した。 

変動費については、原材料

の数量・単価が増加したもの

の、調達先の拡大による一者

応札の解消に向けた取組を継

続して実施するなど、競争性

の確保に努め、調達価格の抑

制に取り組んだ。 

 

以上のことから、経費の削

減に向けた取組については、

外的要因（原材料の単価増等）

のあった変動費等を除けば、

数値目標を達成したことを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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する。 組みます。 
注１）経常収支率 
経常収益÷経常費用×１００ 
注２）売上高販管費率 
販売費及び一般管理費（研究開発費

を除く。）÷売上高×１００ 
注３）売上高販管費率については、

中期計画策定時に想定されなかっ

た事象が生じた場合、算定要素ごと

に必要な修正をします。また、資産

債務改革の趣旨を踏まえた組織の

見直し、保有資産の見直しにより発

生する費用、環境対策投資により発

生する費用及び本中期目標期間中

の新たな施策により発生する費用

については、算定から除くものとし

ます。 
なお、変動費については、毎年度

国が定める日本銀行券（以下「銀行

券」という。）の製造計画や各官庁

等が発注するその他の製品の製造

量により左右されますが、個々の費

目特性に応じて、可能な限りコスト

の縮減を図ります。 
そのため、変動費の大宗を占める

原材料費については、市況の変動等

外的要因に左右される面を有して

いますが、引き続き、材料品質の低

下やばらつき等品質上の問題が発

生しないよう十分に留意しつつ、調

達価格の抑制に向けて努めます。 
平成 24 年度に導入した原価管理

システムについては、円滑な運用を

行うことにより、原価計算を効率的

に実施するとともに、原価情報や損

益情報を迅速かつ正確に把握し、経

営管理情報として活用します。ま

た、標準原価計算を採用しているこ

とから、原価差異の発生状況や発生

原因に係る情報を関係部門間で共

有する等の取組を行い、コスト意識

○原価管理システムの

運用による原価計算

の実施状況 
 
○原価情報、損益情報

の経営管理情報への

活用状況 
○コスト意識の向上へ

の取組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○固定的な経費は目標

を下回っているか。 
○業務効率化の推進は

図られているか。 
 

だ。 

・ 原価管理システムの円滑

な運用を行うことにより、

月次及び年次の原価計算を

遅滞なく確実に実施した。 

・ 原価情報や損益情報を経

営層等へ提供し、意思決定

支援機能の強化を図った。 

・ 標準原価計算に基づく原

価差異の発生状況や発生原

因に係る情報を関係部門間

で共有する等、コスト意識

の浸透・定着に努めた。 
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の更なる向上に取り組みます。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（２） セキュリティ製品事業における取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 （2） セキュリティ製品事業におけ

る取組 
セキュリティ製品事業は、引き続

き、国民生活の安定等に不可欠な事

業として確実に実施していくものと

する。また、偽造防止技術を高度化

するため、各種製品や外国紙幣の受

注の機会等を捉えて、新技術の耐久

性、量産性等を含めた検証・確認の

充実に努めつつ、確実かつ機動的な

製造管理体制の維持・向上を図るも

のとする。 

（２）セキュリティ製品事業におけ

る取組 
セキュリティ製品事業について

は、引き続き、国民生活の安定等に

不可欠な事業として確実に実施して

いきます。また、偽造防止技術を高

度化するため、各種製品や外国紙幣

の受注の機会等を捉えて、新技術の

耐久性、量産性等を含めた検証・確

認の充実に努めつつ、確実かつ機動

的な製造管理体制の維持・向上を図

ります。 
 
 

 
 
○セキュリティ製品事

業の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○偽造防止技術を高度

化するための取組状

況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○国民生活の安定等に

不可欠な事業として

確実に実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 銀行券、旅券その他偽造

抵抗力を必要とする製品に

ついて、確実かつ機動的な

製造管理体制を継続し、国

民生活の安定等に不可欠な

事業として、確実に実施し

た。 
・ ホログラムの透明層の拡

大及び形状の変更により、

銀行券の識別性を向上させ

た改良 5 千円券を確実に製

造し、納入した。 
・ 偽造防止技術を高度化す

るため、試作品の作製を通

じて技術検証を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

銀行券の製造については、

国民生活の安定等に不可欠な

事業として、各年度において、

確実に実施している。 

特に、改良 5 千円券につい

ては、平成 26年度当初から製

品を納入し、5 月からの発行

に貢献したことは評価でき

る。 

また、旅券その他偽造抵抗

力を必要とする製品の製造に

ついても、国民生活の安定等

に不可欠な事業として、各年

度において、確実に実施して

いる。 

なお、偽造防止技術を高度

化するための取組について

は、将来の銀行券を始めとす

る各種セキュリティ製品への

採用を視野に、計画的に進め

ていると認められる。 

＜評価の視点＞ 

 国民生活の安定等に不可欠な事業として確実に実施した

か。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 セキュリティ製品事業については、国民生活の安定等に

不可欠な事業として、製造管理体制を維持しつつ、改良５

千円券の製造にも機動的に対応し、財務大臣の定める銀行

券の製造計画（Ⅱ－２参照）及び外務省等からの発注に基

づく旅券等（Ⅱ－３参照）を確実に製造した。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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以上のことから、セキュリ

ティ製品事業における取組を

総合的に判断し、「Ｂ」と評価

する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（３） 情報製品事業における取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 （3）情報製品事業における取組 

情報製品事業については、製品ご

との公共性や民間の参入動向を踏ま

えつつ、公共上の見地から必要な事

業として、引き続き、情報管理を徹

底するとともに、迅速かつ確実な製

造体制の維持・向上を図り、国の要

請にも的確かつ柔軟に対応し、実施

していくものとする。  
また、行政情報の電子化の流れや

更なる利用者サービスの強化等の観

点から、官報に掲載される情報等の

提供のあり方について検討を行うも

のとする。 
 
なお、原則として官公庁等の一般

競争入札による受注・製造は、引き

続き、行わないものとする。 

（３）情報製品事業における取組 
情報製品事業については、官報等

の公開前情報に係る情報管理を徹底

するとともに、迅速かつ確実な製造

体制の維持・向上を図ることにより、

国の要請にも的確かつ柔軟に対応し

ていきます。 
 
 
また、行政情報の電子化の流れや

更なる利用者サービスの強化等の観

点から、政府の方針に基づき、イン

ターネット版官報における法律、政

令等の公開期間の拡大を実施しま

す。 
なお、原則として官公庁等の一般

競争入札による受注・製造は、引き

続き、行わないものとします。 

 
○情報製品事業の実施

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ 情報製品事業については、

引き続き、公共上の見地か

ら必要な事業に限定して実

施している。 
・ 官報の普及及び製造に従

事する職員に対して、研修

等を活用し、一定の株取引

を行わないよう指導を行っ

たほか、朝礼等の機会を通

じて注意喚起を行い、イン

サイダー取引の発生防止の

徹底を図った。 
・ 公開前情報の取扱職員に

対する教育を実施し、情報

管理の徹底を図った。 
・ 緊急時及び災害時におけ

る緊急官報の確実な製造、

発行及び掲示並びに官報の

製造に係るバックアップ機

能の円滑な稼働のため、各

種訓練を実施した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

 情報製品事業については、

引き続き、公共上の見地から

必要な事業に限定して実施し

ている。 
 官報の製造については、各

年度において、公開前の情報

の管理の徹底を図りつつ、国

民生活や国による政策の実施

に支障が生じないよう、迅速

かつ確実に実施している。 
官報は、緊急時及び災害時

に、緊急官報（特別号外）が

発行されるため、災害等が発

生した場合においても、迅速

かつ確実な対応が可能となる

製造体制を構築している。官

報関係部門においては、各種

訓練を通じた当該製造体制の

維持・向上により、国の政策

の円滑な実施や、顧客の要望

＜評価の視点＞ 

 徹底した情報管理を行うとともに、迅速かつ確実な製造

管理体制の維持・向上を図ったか。 

  

＜評価に至った理由＞ 

 外部講師の招聘を含めた各種研修の継続的な実施に加

え、各種訓練の実施を通じ、職員のモラルの向上及び緊急

時においても迅速かつ確実な製造が可能となる体制の維持

を図った。 

 官報に掲載される情報提供のあり方については、政府の

方針（「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に係る

対処方針（平成 23年 8月：高度情報通信ネットワーク社会

推進本部）」）を踏まえ、インターネット版官報の無料公開

期間を拡大した。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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○官報の電子的手段に

よる提供に関する取

組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○公開前情報の管理を

徹底しつつ、確実に

製造したか。 
○迅速かつ確実な製造

体制の維持・向上が

図られているか。 
○電子的手段による提

供は、行政情報の電

子化の流れや利用者

サービスの強化等を

踏まえたものか。 

・ ＩＴ戦略本部により決定

された「インターネット官

報の無料公開」（公開期間の

拡大）の対処方針を受け、

法律、政令等について、従

来の直近 30日間分に加え、

平成 15 年 7 月 15 日以降に

掲載された情報の提供を開

始した（平成 25年度）。 

・ インターネット版官報の

公開期間拡大に合わせ、告

示、公告等については、個

人情報に配慮し、直近 30日

分の画像データを公開する

よう対応を図った（平成 25

年度）。 

・ 「本日の官報」のページ

を国立印刷局ホームページ

内に設けた（平成 26年度）。 

の実現に備えている。 
一方、官報の電子的手段に

よる提供に関する取組につい

ては、公開期間の拡大等の確

実な実施により、利用者サー

ビスの強化を図っている。 
 
以上のことから、情報製品

事業における取組を総合的に

判断し、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 
 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（４） その他業務の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 （4）その他業務の見直し 

① 診療所の管理運営の効率化 
  各工場に設置されている診療所

の管理運営については、不測の事

態が生じた場合においても適切な

応急措置等が可能となる体制を維

持しつつ、更なる効率化を図るも

のとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）その他業務の見直し 
① 診療所の管理運営の効率化 

各工場に設置している診療所の

管理運営については、不測の事態

が生じた場合においても適切な応

急措置等が可能となる体制を維持

しつつ、経費の削減に取り組み、

更なる効率化を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○診療所の管理運営の

効率化への取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

・ 各工場の診療所における

地域医師会（日本歯科医師

会を含む。）への加入につい

て見直しを行い、医師会の

情報や周知事項について

は、代表者から各工場への

周知により対応可能である

ことから、中央安全衛生委

員会の委員である産業医を

配置している機関（虎の門

工場）を除き退会した（平

成 25年度）。 

・ 中央安全衛生委員会の委

員（本局産業医）が加入す

る地域医師会について、各

診療所の運営に支障が生じ

ないことが確認できたこと

から、年度当初に退会した

（平成 26年度）。 

・ 診療所において使用する

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

診療所の管理運営について

は、他の業務と同様、効率的

な実施が求められており、本

中期目標期間においては、全

ての地域医師会の退会に伴う

会費支出額 316 千円を削減し

た。 

また、各診療所において使

用する医薬品については、平

成 26 年度において、平成 25

年度比で 114品目（▲35.7％）

を削減したほか、ジェネリッ

ク医薬品の比率を平成 25 年

度の 23.8％から倍増となる

47.3％に高めた。 

外部委託の拡大の検討につ

いては、平成 25 年度におい

て、郵便切手の輸送業務の外

部委託を実現した。また、警

備業務についても、外部委託

＜評価の視点＞ 

 診療所の効率化が図られたか。 

 輸送業務・警備業務については、外部委託の拡大を検討

したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 診療所については、経年にわたり効率化が図られてきた

結果、必要最低限の人員（４人）により運営が行われてい

る現状において、更なる経費の削減が難しいと認められる

中で、地域医師会を退会し会費支出を削減した。 

また、輸送・警備業務の外部委託にかかる検討の結果、

郵便切手等の輸送業務を外部委託に変更したほか、テロ等

を想定した検証や警視庁から情報収集を行った。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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② 輸送業務・警備業務 
   製品等の輸送業務及び工場等の

警備業務については、セキュリテ

ィの向上を図りつつ、外部委託の

拡大を検討するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 輸送業務・警備業務 

製品等の輸送業務及び工場等の

警備業務については、極めてセキ

ュリティ性の高い製品等を扱って

いることを踏まえ、様々なリスク

を想定し、不断の見直しを行うこ

とにより、セキュリティの向上を

図りつつ、外部委託の拡大を検討

します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○輸送業務及び警備業

務におけるセキュリ

ティ向上及び外部委

託拡大の検討状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○診療所の応急措置体

制を維持しつつ、効

率化が図られている

か。 
○外部委託の検討を行

っているか。 

医薬品について、契約の更

新に向け、必要な医薬品の

精査を行うとともに、ジェ

ネリック医薬品の利用につ

いて、各機関に周知した（平

成 25年度）。 

・ 医薬品の精査の結果に基

づき、医薬品の品目数を削

減するとともに、ジェネリ

ック医薬品の使用の促進等

を図った（平成 26年度）。 

 

・ 郵便切手の輸送業務につ

いて、セキュリティ上の観

点も含めて検討した結果、

外部委託に変更した（平成

25年度）。 

・ 外部委託に変更した郵便

切手の輸送業務について、

継続して実施した（平成 26

年度）。 

・ 警備業務に係る外部委託

の検討のため、各省庁等に

おける状況の調査、各機関

の現状の再確認及び各種防

犯理論等の調査を行うとと

もに、民間警備業務の現状

調査を踏まえ、外部委託に

よるリスクの分析及び評価

を行った（平成 25 年度）。

また、テロ等の破壊活動に

対する脆弱性の検証及び問

題点の把握並びに予防・対

処法に関する情報収集を行

った（平成 26年度）。 

の導入に向け、引き続き、検

討を行っている。 

 

以上のことから、その他業

務の見直しに係る取組を総合

的に判断し、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ 組織の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

（参考）人件費の推移

（百万円） 

― ― 26,493  28,389  

 

    

      

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ２．組織の見直し 

（1） 虎の門工場印刷機能の移転 
虎の門工場については、印刷機能

の滝野川工場（北区）への移転が、

官報等の製造及び納入等の業務に支

障が生じないよう、円滑な実施に努

めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2） 人件費の削減 

人件費の削減については、政府に

おける総人件費削減の取組を踏ま

え、適宜見直しを行うものとする。 
 
 

２．組織の見直し 
（１）虎の門工場印刷機能の移転等 
虎の門工場印刷機能の滝野川工場

敷地内（東京都北区）への移転につ

いては、平成 25 年 10 月の竣工に向

けて新たな施設の建築工事を進める

とともに、官報等の製造・納入等の

業務に支障が生じないよう移転後の

体制の検討・整備を確実に実施し、

平成 26 年度を目途に両工場を統合

します。 
 
 
 
 
（２）人件費の削減 

人件費の削減については、業務の

質の低下を招かないよう配意しつ

つ、業務の効率性や業務量等に応じ

た適正な人員配置を行いながら取り

組むとともに、今後の政府における

 
 
○虎の門工場印刷機能

の移転等に向けた取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○人件費の削減状況 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

・ 虎の門工場の印刷機能の

滝野川工場敷地内への移転

については、平成 25 年 10

月に新たな施設を竣工させ

た後、平成 26年 4月 1日に

東京工場を発足させ、順次

生産機械を移行し、同年 6

月末をもって全ての移転を

完了した。 

また、旧虎の門工場に残

置した不用機械については

平成 26 年度内に処分を完

了した。 

 

・ 人件費について、平成 25

年度は、26,493 百万円、平

成 26年度は、28,389百万円

となった。 

なお、給与減額支給措置

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

虎の門工場の印刷機能の滝

野川工場敷地内への移転につ

いては、平成25年10月に新た

な施設を竣工し、平成26年4

月1日には東京工場を発足さ

せ、国民生活において重要な

役割を果たしている官報等の

製造・納入等の業務に支障が

生じることのないよう、各製

品の製造時期等を考慮した段

階的な生産機械の移行など、

細心の注意を払い、平成26年6

月末という短期間での移転を

実現したことは評価できる。 

不用機械の処分について

は、再開発事業への明渡しに

向け、所要の手続等を専門に

行う職員の配置等により効率

的に整理し、平成27年3月末の

＜評価の視点＞ 

 組織の見直しが計画に沿って確実に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 虎の門工場印刷機能の移転は、生産設備を含む大規模な

作業を伴うものであったが、入念な準備と綿密な計画のも

と、業務の停滞を招かずに完了したことは評価できる。職

員宿舎の廃止、集約化についても、山の手線内にあるすべ

ての職員宿舎の廃止を完了したほか、小田原宿舎の一部を

廃止し、成果を上げた。 

 人件費については、本中期目標期間の平均額は 274.4 億

円となり、前中期目標期間の平均 302.1 億円に比べて約１

割の削減となった。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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（3） 職員宿舎の廃止・集約化 

山の手線内の宿舎については廃

止・集約化するとともに、その他の

宿舎についても、必要性を厳しく見

直し、削減に向けた取組を進めるも

のとする。 

総人件費削減の取組を踏まえて対応

します。 
 
 
 
（３）職員宿舎の廃止・集約化 
職員宿舎については、山の手線内

にある全ての宿舎（神宮前宿舎、神

宮前第２宿舎、神宮前第３宿舎、払

方宿舎、薬王寺宿舎）について廃止・

集約化するとともに、その他の宿舎

についても、必要性を厳しく見直し、

引き続き削減に向けた取組を行いま

す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
○職員宿舎の廃止・集

約化に向けた取組状

況 
 
＜評価の視点＞ 
○虎の門工場の印刷機

能の移転を確実に実

施したか。 
○政府における総人件

費削減の取組を踏ま

え、適宜見直しを行

っているか。 
○職員宿舎の廃止・集

約化に向けた取組を

行っているか。 

による影響を除いた場合の

人件費は、平成 25年度は、

28,316 百万円、平成 26 年

度は、28,585百万円となっ

た。 

 

・ 職員宿舎の廃止・集約化

については「独立行政法人

の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画」を踏まえた「国

立印刷局職員宿舎見直し計

画」に基づき、山の手線内

にある全ての宿舎の廃止が

完了した。また、平成 25年

度には、小田原宿舎の一部

についても廃止した。 

この結果、「国立印刷局職

員宿舎見直し計画」におけ

る削減目標（356戸の削減）

に対して、累計で 134 戸を

削減した。 

・ 再開発事業地域となって

いる淀橋宿舎については、

平成 28年 3月での廃止に向

けて入居者への説明を実施

した（平成 26年度）。 

期限までに実現した。 

人件費について、平成26年

度は、28,389百万円となり、

平成25年度の、26,493百万円

に対して、7.2％の増加となっ

た。この主な要因は、国家公

務員の給与の改定及び臨時特

例に関する法律に基づく一般

職の国家公務員の給与減額に

準じた減額支給措置が、平成

26年5月をもって終了したこ

とにより、その対象月が、平

成25年度は4月から平成26年3

月までの12か月であったのに

対し、平成26年度は4月から5

月までの2か月であったこと

によるものである。 

上記給与減額支給措置によ

る影響を除いた（同措置がな

ければ支給したであろう）額

による比較では、新賃金につ

いて中央労働委員会による調

停案を受諾したこと（0.39％

のベースアップ）、一般職の国

家公務員に準じて賞与の支給

割合を引き上げたことなどに

より、平成 26 年度の人件費

は、28,585百万円となり、平

成 25 年度（28,316 百万円）

と比較して、0.9％（269百万

円）の増加となった。このよ

うに、上記減額支給措置によ

る影響を除けば、ベースアッ

プ及び賞与の支給割合の引上

げを行ったにもかかわらず、

微増にとどまっている。 

職員宿舎の廃止について

は、入居者への説明会の開催

や入居者との調整を重ねるこ

とにより実現したものであ

る。この結果、国立印刷局職
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員宿舎見直し計画（5年間）に

対し、本中期目標期間の2年間

で、37.6％とおおむね順調に

削減できたことは評価でき

る。 

 

以上のことから、組織の見

直しに係る取組を総合的に判

断し、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

保有する資産についての不

断の見直しを図るため、引き

続き、「国立印刷局職員宿舎見

直し計画」における削減目標

の確実な達成に向け取組を進

める。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３ 保有資産の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ３．保有資産の見直し 

印刷局が保有する資産について

は、以下の措置を講ずるほか、本中

期目標期間においても、効率的な業

務運営が担保されるよう、不断の見

直しを行うものとし、見直しの結

果、遊休資産が生ずる場合には将来

の事業再編や経営戦略上必要とな

るものを除き、国庫への貢献を行う

ものとする。 
(1) 虎の門工場敷地の適切な処分 

虎の門工場印刷機能の滝野川工

場への移転後の資産処分につい

て、当該敷地を含む再開発事業の

進捗を踏まえつつ、国庫納付の検

討を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 

３．保有資産の見直し 
印刷局が保有する資産について

は、以下の措置を講ずるほか、本中

期目標期間においても、効率的な業

務運営が担保されるよう、不断の見

直しを行い、見直しの結果遊休資産

が生ずる場合には、将来の事業再編

や経営戦略上必要となるものを除

き、国庫への貢献を行います。 
 
（１）虎の門工場敷地の適切な処分 
虎の門工場の印刷機能について

は、平成 26 年度に滝野川工場敷地

内へ移転を行う予定であり、移転後

の跡地については、虎ノ門二丁目地

区における再開発事業の進捗を踏

まえつつ、国庫納付の方法及び時期

について検討を行います。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○虎の門工場敷地の適切な

処分に向けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 虎の門工場の印刷機能の

滝野川工場敷地内への移

転及び本局の共同通信会

館への仮移転を完了した

（平成 26年度）。 

・ 移転後の跡地について

は、虎の門工場敷地（虎の

門工場敷地及び本局敷地）

を含む虎ノ門二丁目地区

における再開発事業の進

捗を踏まえつつ、国庫納付

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

本局の仮移転に当たって

は、ワーキンググループを立

上げ、緻密な移転スケジュー

ルに基づき、秘密情報を含む

文書の管理等を徹底しつつ、

通常業務に支障を生じるこ

となく円滑な仮移転を実現

した。 

平成24年度に廃止した政

府刊行物サービス・センター

の建物等については、所管財

務事務所等との協議を計画

的に進めることにより、平成

26年度末までの国庫納付を

予定していた霞が関及び大

手町の各政府刊行物サービ

ス・センターを含めて、全て

の国庫納付を、平成25年度に

実現した。 

西ヶ原第2敷地について

＜評価の視点＞ 

 保有資産の見直しが計画に沿って確実に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

本中期目標期間においては、平成 24 年度に廃止した全

国 10か所の政府刊行物サービスセンター、東京病院敷地、

西ヶ原第２敷地及び旧倉庫３か所の国庫納付が完了した

ほか、虎の門工場敷地については、再開発事業の施行及び

権利変換計画に係る東京都の認可を得た。また、会計検査

院から指摘（処置済事項）があったこと等を踏まえ、その

他の資産についても、関係部局等との協議を進めるととも

に、今後、不要財産となる可能性がある資産の洗い出しを

行った。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 平成 25 年度決算検査報告（会計検査院）において「国

庫納付に向けた処分計画を策定していなかった」として処

置済事項（平成 26 年 8月に処分計画を策定済）とされた

静岡敷地については、その後の手続きが確実に行われ平成

27 年 6 月に国庫納付が完了したところであるが、平成 27
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(2) 政府刊行物サービス・センター

等の適切な処分 
  前中期目標期間終了時までに廃

止することとした政府刊行物サー

ビス・センター並びに西ヶ原第 2 敷

地について、国庫納付の検討を進め

るものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 東京病院敷地の適切な処分 
 前中期目標期間に移譲すること

とした東京病院の敷地について、速

やかな国庫納付を行うものとする。 
 
 
(4) 廃止宿舎の適切な処分 
職員宿舎の見直しに伴い廃止す

ることとした宿舎について、速やか

に国庫納付の検討を行うものとす

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）政府刊行物サービス・センタ

ー等の適切な処分 
政府刊行物の普及を行うため全

国 10 か所に設置していた政府刊行

物サービス・センターについては、

平成 24 年度末までに全て閉店し廃

止することとしたため、国庫納付の

方法等について関係部局と協議を

行い、結論を得た上で手続を進め、

適切な処分を行います（賃借してい

た金沢政府刊行物サービス・センタ

ーを除く。）。また、西ヶ原第２敷地

についても、同様に国庫納付の方法

等について関係部局等と協議を行

い、結論を得た上で手続を進め、適

切な処分を行います。 
 
（３）東京病院敷地の適切な処分 
前中期目標期間に移譲すること

とした東京病院の敷地については、

平成 25 年度中に速やかに国庫納付

を行います。 
 
（４）廃止宿舎の適切な処分 
職員宿舎の見直しに伴い廃止す

ることとした宿舎について、宿舎廃

止の進捗状況を見極めつつ、速やか

に国庫納付の対象、方法、時期の検

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○政府刊行物サービス・セ

ンターの適切な処分に向

けた取組状況 
 
 
 
 
 
○西ヶ原第２敷地の適切な

処分に向けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
○東京病院敷地の適切な処

分に向けた取組状況 
 
 
 
 
○廃止宿舎の適切な処分に

向けた取組状況 
 
 

に向けて検討を行うこと

とした。 

・ 再開発事業については、

平成 25 年度に「虎ノ門二

丁目地区再開発事業に係

る事業合意書」を締結し、

平成 26 年度には、虎ノ門

二丁目地区の都市計画が

東京都都市計画審議会に

より決定され、再開発事業

の施行及び権利変換計画

が東京都により認可され

た。 

 

 

・ 平成 24 年度に廃止した

全国 10 か所の政府刊行物

サービス・センターの建物

等については、賃借してい

た金沢政府刊行物サービ

ス・センターを除く、全て

の国庫納付を完了した（平

成 25年度）。 

・ 西ヶ原第 2敷地について、

相隣関係の整理及び関係

部局等との協議を進め、現

物による国庫納付を行っ

た（平成 26年度）。 

 

 

 

・ 東京病院敷地について、

現物による国庫納付を行

い、また、建物等の譲渡収

入等についても国庫納付

を行った（平成 25年度）。 

 

・ 神宮前宿舎及び神宮前第

3 宿舎について、現物によ

る国庫納付に向け関係部

局等と協議した（平成 26

は、長期にわたり隣地所有者

の越境物の整理に係る協議

を重ね、また、所管財務事務

所との協議を計画的に進め

たことにより、国庫納付を実

現した。 

東京病院敷地については、

現物による国庫納付を行い、

また、建物等の譲渡収入等に

ついても国庫納付を行って

いる。 

廃止宿舎については、現物

による国庫納付の実現に向

け、所管財務事務所等との協

議を計画的に進めている。 

小田原工場に隣接する施

設については、体育館につい

て、小田原市と津波発生時に

おける一時避難施設として

の使用に関する協定を平成

26年度に締結するなど、有効

活用を図っている。 

平成 26 年度に実施した、

東京工場編集分室の移転に

ついては、浦和税務署の狭隘

化に伴う関東財務局からの

交換要請に基づくものであ

り、国立印刷局としても国の

業務に協力することとし、同

分室の業務に支障が生じる

ことなく円滑に交換を実現

したことは評価できる。 

静岡敷地については、平成

26 年度における会計検査院

の指摘を踏まえ、速やかに処

分計画を策定し、国庫納付の

実現に向け、関係部局等との

協議を計画的に進めている。 

 

以上のことから、保有資産

の見直しに係る取組を総合

年度以降においても、引き続き、保有資産の厳格な管理を

行っていく必要がある。 

 



22 
 

  
 
(5) 小田原工場に隣接する施設に

係る検討 
 小田原工場に隣接する体育館及

び厚生館について、小田原市の防災

拠点施設等と位置付けられている

ことに配意しつつ、これら施設の保

有の必要性や有効活用についての

検討を行うものとする。 

討を行います。 
 
（５）小田原工場に隣接する施設に

係る検討 
小田原工場に隣接する体育館及

び厚生館については、災害時には地

域住民の避難施設等として使用す

る（体育館については小田原市の防

災拠点施設として指定されてい

る。）こととしているため、災害時

の活用の在り方等について検討を

行い、保有の必要性や有効活用の方

法について結論を得ます。 
 

 
 
 
 
○小田原工場に隣接する施

設の保有の必要性や有効

活用の方法の検討状況 
 
 
 
 
 
 
 
○その他の保有資産の見直

しの状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○保有する資産について、

不断の見直しを行い、見

直しの結果遊休資産が生

ずる場合には、将来必要

となるものを除き、国庫

への貢献を行っている

か。 

年度）。 

 

 

 

・ 小田原工場に隣接する体

育館について、平成 27年 2

月に、小田原市と津波発生

時における一時避難施設

としての使用に関する協

定を締結し、厚生館につい

ては、研修施設として活用

するための耐震工事等の

実施に向けた手続を進め

た。 

・ 旧日原倉庫について、現

物による国庫納付を行っ

た（平成 25年度）。 

・ 旧松山倉庫等について、

現物による国庫納付を行

った（平成 26年度）。 

・ 浦和税務署の移転に伴

う、東京工場編集分室のさ

いたま新都心合同庁舎 1号

館から 2号館への移転のた

め、同分室に係る建物等

を、国(関東財務局)の財産

と交換した（平成 26年度）。 

・ 静岡市に対して児童クラ

ブの建物の敷地として貸

し付けていた静岡敷地に

ついて、不要財産として処

分の必要性を認識してい

たものの、国庫納付に向け

た処分計画を策定してい

なかった旨の、平成 26 年

度における会計検査院の

指摘を踏まえ、国庫納付に

向けた処分計画を策定し

た上で、現物による国庫納

付に向け関係部局等と協

議した（平成 25 年度決算

的に判断し、「Ｂ」と評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

保有する資産についての

不断の見直しを行い、その結

果、遊休資産が生ずる場合に

は、将来必要となるものを除

き、国庫納付を行うこととす

る。 
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検査報告において「処置済

事項」として掲記）。 

・ 改めて保有資産の現状を

把握し、今後、不要財産と

なる可能性がある資産の

洗い出しを行った。その結

果、小田原工場敷地の一部

にある集水路管理用地に

ついて、国庫納付に向け手

続を進めることとした（平

成 26年度）。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４ 内部管理体制の強化 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

盗難事故発生の有無 0件 0件 0件 0件     

守秘義務を有する製品に 

かかる秘密漏洩発生の有無  

0件 0件 0件 0件  

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｃ 
 ４．リスク管理及びコンプライアン

スの確保 
   印刷局は、国民生活の基盤とな

る銀行券の製造や徹底した情報管

理が求められる官報業務等を実施

している法人であることから、リス

ク管理を徹底し、内部統制を強化す

るとともに、職員に対するコンプラ

イアンスに関する研修の実施、監事

による監査体制の強化等、コンプラ

イアンスの確保に一層積極的に取

り組むものとする。 
 また、国家機密としての性格を有

する偽造防止技術について、カウン

ターインテリジェンス（情報防衛）

的な観点も含めた情報管理を徹底

し、秘密情報の厳正な管理を行うと

ともに、製品の保管管理・数量管理

等の徹底及び警備体制の維持・強化

を図るほか、情報セキュリティ対策

についても、政府の方針を踏まえつ

つ、内部規程を遵守し、適切な対策

４．内部管理体制の強化 
 
印刷局は、国民生活の基盤となる

銀行券の製造や徹底した情報管理

が求められる官報業務等を実施し

ている法人であることから、内部統

制の強化に向け、リスク管理やコン

プライアンスの確保に一層積極的

に取り組むとともに、情報の管理、

製品の管理、防災管理を徹底するな

ど、内部管理体制を強化します。 
具体的には、以下の事項に取り組

みます。 
（１）リスク管理及びコンプライア

ンスの確保 
リスク管理の徹底に引き続き取

り組むとともに、職員に対するコン

プライアンスに関する研修の実施、

監事監査への適切な対応などを通

じて、更なるコンプライアンスの確

保に取り組みます。 
具体的には、リスク情報について

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○リスク管理の状況 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ リスク情報については、

各機関で共有し、類似事案

の発生防止に努め、リスク

管理の徹底を図った。 

・ リスク事案に係る再発防

止措置の実施状況につい

て、フォローアップを行っ

＜評定と根拠＞ 

評定：評定：Ｂ 

 内部統制については、本中

期目標期間を通じて、リス

ク・コンプライアンス推進体

制を始めとする内部統制の

仕組みが、理事長のリーダー

シップの下で有効に機能し

ている。 

本中期目標期間を通じて、

関係規則等を遵守するなど

偽造防止技術に関する秘密

情報及び守秘義務を有する

製品を含む秘密情報の管理

の徹底に取り組んでいると

認められる。 

なお、守秘義務を有する製

品を含む秘密情報の漏えい

が発生していないことは評

価できる。 

製品の管理については、本

中期目標期間を通じて、製品

＜評価の視点＞ 

 リスク管理を徹底するとともに、コンプライアンスの確

保に積極的に取り組んでいるか。 

 偽造防止技術に関する秘密情報の管理を徹底するとと

もに、情報セキュリティの確保に取り組んでいるか。 

 製品の管理を徹底するとともに、警備体制の維持・強化

が図られているか。 

 防災管理体制の維持・充実に取り組むとともに、事業継

続計画（ＢＣＰ）の策定、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）

の導入を行っているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 リスク管理及びコンプライアンスについては、リスク要

因の抽出及び対応措置の検討、リスク事案の再発防止策の

フォローアップ、リスク管理マニュアル及びコンプライア

ンスマニュアルの見直し、理事長による年度の重要課題の

設定及びモニタリングの実施、各種階層別研修及び全職員

の意識調査を通じたコンプライアンス意識の強化など積

極的な対応が認められ、これらの取組により内部統制の一

層の強化が図られていると評価できる。 

 また、本部組織が共同通信会館に仮移転したことに伴い

セキュリティを確保したことに加え、近年における犯罪の



25 
 

を講じることとする。 
 さらに、事業継続に係る計画を策

定するとともに、不測の災害が生じ

た場合に適切な対応を行うことが

できるよう、訓練を実施するものと

する。 

迅速な把握及びフォローアップを

行うなど、適切な管理に取り組むと

ともに、コンプライアンスに対する

継続的な意識付けを行うため、各機

関での巡回説明会、コンプライアン

ス週間における講演会、階層別研修

での知識付与等の啓発活動や研修

に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○コンプライアンスの確保

に向けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た（平成 26年度）。 

・ リスク事案の責任者及び

リスクレベル判断の明確

化を図るとともに、リスク

事案発生時の初動対応を

明記する等、リスク管理マ

ニュアルについて、所要の

改正を行った。また、同マ

ニュアルについては、業務

方法書の改正に併せて、所

要の整備を行った（平成

26年度）。 

・ 「内部通報窓口」につい

て、各機関への巡回説明会

やコンプライアンス便り

（平成 26 年度から発行）

への掲載等を通じて、窓口

設置の主旨、連絡先等の職

員への周知徹底を図った。 

・ 事務局による各機関への

巡回説明会・コンプライア

ンス週間における外部講

師による講演会・各種階層

別研修におけるリスク管

理及びコンプライアンス

の推進に関する研修を実

施した。 

・ 次年度以降の施策立案の

基礎とする等のため、全職

員を対象に意識調査を実

施した。 

・ リスク・コンプライアン

ス統括責任者と彦根工場

代表者（平成 25 年度）及

び東京工場代表者（平成 26

年度）による座談会等を実

施した。 

・ 「コンプライアンス・マ

ニュアル」について、具体

的な事例を豊富に取り入

れるなどの改定を行い、全

の取扱規程等を遵守すると

ともに、各機関の警備体制の

維持・強化を図り、製品の管

理の徹底に取り組んでいる

と認められる。 

なお、見本品も含め製品の

盗難事故が発生していない

ことは評価できる。 

ＢＣＰについては、平成 27

年度にＢＣＰ発動時におけ

る詳細な実行手順書を整備

することとしている。 

また、平成 26 年度末に運

用体制を整備したＢＣＭに

ついて、今後は、事前対策、

教育及び訓練を実施する等、

事業継続を実現するため平

素からマネジメント活動を

行っていく。 

 

以上のことから、内部管理

体制の強化に関する取組及

び数値目標を達成したこと

を総合的に判断し、「Ｂ」と

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 リスク管理については、行

政執行法人移行に伴い改正

した業務方法書に基づくリ

スク管理の方法の確立に向

け取り組む。 

また、情報セキュリティ対

策については、サイバーテロ

の高度化等により情報漏え

いのリスクが高まっている

状況を踏まえ、更なる対策の

強化等について取り組む。 

さらに、ＢＣＰについて

は、平成 27 年度以降におい

て、ＢＣＰに基づく詳細な実

多様化等に対処するため、小田原工場において自ら実施し

ている警備業務に加え、外部委託による警備を試行的に導

入し、セキュリティの強化を図った。 

 平成 25 年度に発生した標的型メールによるサイバー攻

撃については、ウイルスを駆除し、情報漏えい及びファイ

ルの破壊等の発生を防ぐとともに、財務省を経由して内閣

官房情報セキュリティセンターに報告するなど適切な対

応がとられた。これに併せて、ウイルス対策管理用サーバ

を更新等対策の強化も図られている。 

 事業継続に係る計画については、平成 26 年度までに事

業継続計画（ＢＣＰ）が策定された。平成 26 年度の年度

計画において、導入し運用を開始することとしていた事業

継続マネジメント（ＢＣＭ）については、運用開始には至

らなかったものの、本局に設置された事業継続推進委員会

において、平成 26 年度に策定したＢＣＰを踏まえた重要

事項の審議や内部規程の整備が図られ、間もなく運用が開

始される段階に至っているものと認められる。 

平成 24年度決算検査報告（会計検査院）において、「常

勤医師が取得した研究日において研究等先の医療機関等

から報酬を得ていた場合は、研究日とは認められず、正規

の勤務時間を勤務したとみなすことはできないのに、当該

時間に係る給与を減額することなく支給していた（平成

20～24年度）」として、不当事項とされた。 

以上のように、本項目については、全体として中期目標

における所期の目標を達成しているものと認められるが、

会計検査院から不当事項の指摘がなされた事実は、重く受

け止める必要がある。本指摘は、本中期目標期間中に発生

した事象に対するものではないが、その重要性に鑑み、Ｃ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 会計検査院から指摘を受けた事象については、既に改善

が図られているところであるが、類似の事象が発生しない

よう内部統制の強化を求める。 

また、高度なセキュリティが求められる銀行券等の製造

を主力業務としていること、平成 27 年度からは行政執行

法人に移行したこと及びサイバー犯罪が高度化し、かつ、

増加していることを踏まえると、より強固な内部統制や機

密情報の保護を含めたセキュリティの確保に向け、弛むこ

となく努力を続けていくことが重要である。年度計画を達

成できなかったＢＣＭの運用については、早急に開始する
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役職員に配布した（平成 25

年度）。 

・ 事例とその解説を記載し

た「コンプライアンス便

り」を発行した（平成 26

年度）。 

・ コンプライアンスの確保

を視点とする業務執行状

況について、監事による監

査を受けた。 

・ コンプライアンスの確保

を含む視点から、内部監査

部門による監査を実施し

た。 

・ 独立行政法人の理念、国

立印刷局に与えられた使

命（ミッション）・役割、

経営の基本方針、中期目

標、中期計画及び年度計画

について、会議等を通じて

役員及び職員に周知する

とともに、局内ウェブに掲

載し、常時閲覧を可能とす

るなど、周知徹底を図っ

た。 

・ 財務状況、偽造防止技術

の動向、国立印刷局を取り

巻く情勢等、組織にとって

重要な情報は、定期的又は

適時に、理事会等の会議に

おいて、理事長がモニタリ

ングを行った。 

・ リスク事案の発生等に関

する情報の伝達について、

リスク管理マニュアルに

おいて所定のルートを定

め、理事長に迅速に報告す

る体制を整備した（平成 25

年度）。 

・ 国立印刷局の使命や中期

目標の達成を阻害する要

行手順書の整備やＢＣＰ発

動時を想定した訓練を行う

等、ＢＣＭを確実に運用して

いく必要がある 

よう的確な対応を求める。 
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因（リスク）と対応措置を

抽出し、各種会議の審議を

経て、年度の重要課題を理

事長が設定した。 

・ 設定した計画・課題等は、

理事長を始めとする役員

のメッセージとともに、会

議等を通じて機会あるご

とに繰り返し職員に周知

徹底した。また、設定した

計画・課題等に対する措置

状況については、定期的又

は適時に、理事会等の会議

を通じて理事長がモニタ

リングを行った。 

・ 会計検査院等外部からの

指摘、監事や内部監査部門

による監査等から新たに

認識された重要な課題に

対する是正措置について

は、理事、本局各部長、各

機関長のラインを通じて

案を取りまとめ、理事会に

おいて各理事の意見を聴

取した上で、理事長が決定

し、迅速に対応した。 

・ 是正措置の実施状況等に

ついては、理事会等の会議

を通じて理事長が定期的

にモニタリングを行った

（平成 26年度）。 

・ 理事会等の法人内部の重

要会議に監事の出席を求

めるとともに、業務運営上

重要な情報を監事に提供

した。 

・ 旧東京病院医師の研究日

に係る給与を減額せずに

支給していた事案につい

て、会計検査院から不当事

項として指摘を受け、給与
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（２）情報の管理 
国民生活及び社会経済に影響を

及ぼす製品の偽造防止技術に関す

る秘密情報の厳正な管理に取り組

みます。 
政府機関の情報セキュリティ対

策のための統一基準を踏まえた情

報システムの管理及び情報セキュ

リティ確保に関する規則等の確実

な運用を通じて、情報の漏えい防止

等、情報システムに係る情報セキュ

リティの確保に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○偽造防止技術に関する秘

密情報の厳正な管理状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○情報セキュリティの確保

に係る取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の返納等の措置を講じた

（平成 25年度）。 

 

・ 秘密管理に関する規則等

の確実な運用等を通じて、

偽造防止技術に関する秘

密情報の管理を徹底した。 

・ 秘密管理の強化を目的と

して、各機関において秘密

管理者等を対象とした秘

密管理に関する研修を実

施した。また、秘密管理に

関する規則等の遵守状況

の自主点検を行うととも

に、各工場を対象として、

偽造防止に係る秘密情報

の管理状況について実地

点検を行った。 

・ 偽造防止技術に関する秘

密情報の漏えいはなかっ

た。 

・ 「政府機関の情報セキュ

リティ対策のための統一

基準」の改正に伴い、「国

立印刷局情報セキュリテ

ィ対策基準」を改正した

（平成26年度）。 

・ 平成25年度において、本

局に対し標的型メールに

よるサイバー攻撃事案が

発生したことから、財務省

を経由し内閣官房情報セ

キュリティセンターに報

告するとともに、全役職員

に注意喚起を行った。 

なお、ウイルス駆除によ

り、サイバー攻撃事案によ

る情報漏えい、ファイル破

壊等の被害は発生しなか

った。 

・ 標的型メールによるサイ
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バー攻撃事案の発生に対

し、標的型メール攻撃に対

する初動確認手順書の作

成、サイバー攻撃事案発生

時の専用連絡窓口の設置

等の対策を実施するとと

もに、サイバー攻撃を受け

た場合の影響度の把握や

迅速な初動対応を行う外

部専門業者による調査支

援サービスの導入に向け

た手続を開始した。 

・ サイバー攻撃等への対応

として、ＰＯＣ及びＣＳＩ

ＲＴの円滑な運用を図る

ため、ＣＩＯ補佐官を交え

たＣＳＩＲＴの定例会を

実施した。また、インター

ネット用ファイアウォー

ルの機器更新に合わせ、機

能強化を図るとともに、ウ

イルス対策管理用サーバ

を更新した（平成26年度）。 

・ 組織全体の情報セキュリ

ティレベルの向上を目的

として、新規採用職員を対

象に、情報セキュリティを

テーマとする研修等を行

ったほか、個人用ＰＣの利

用者にｅラーニング研修

を実施した。また、各機関

の管理者を対象に、サイバ

ー攻撃対策等をテーマと

する研修を行うとともに、

ＩＴトレーナー研修にお

いて、情報セキュリティの

講義を実施した。 

・ 平成26年度においては、

不正アクセスの防止等を

目的に、印刷局ネットワー

クシステムと外部回線と
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（３）製品の管理 
製造工場において、製品の取扱規

程を遵守し、製品の散逸防止、保管

管理、工程ごとの数量管理を厳格に

行うなど管理体制の徹底に取り組

むとともに、警備体制の維持・強化

を図り、製品の盗難を防止します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○製品の数量管理体制の取

組状況 
○製品の散逸防止、保管管

理、工程ごとの数量管理

の厳格な実施状況 
○警備体制の維持・強化の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○盗難事故発生の有無 

の脆弱性検査を実施し、印

刷局ネットワークの内部

環境に対して必要な措置

を講じた。 

・ 民間企業等における委託

業者の情報漏えい事件等

を受け、国立印刷局の情報

システムの委託業者に対

し、情報セキュリティ対策

の確認を実施した。 

・ 情報セキュリティに関す

る遵守事項について、利用

者による自己点検を実施

し、その結果を踏まえ必要

な指導を行った。 

 

・ 製品の数量管理体制の徹

底に向け、各工場において

作業考査、標準点検及び一

部の工場において特別点

検を実施し、工程ごとの数

量管理などが製品の取扱

規程等に基づき、確実に実

施されていることを確認

するとともに、必要な是正

措置を講じた。 

・ 囲障警戒装置や入退室管

理装置などの機器による

警戒を行うとともに、セキ

ュリティ強化のため、本局

の共同通信会館への仮移

転に伴い、入退室管理装

置、監視カメラの設置等を

行った（平成26年度）。 

・ 現行の警備業務に加え、

外部委託による警備を導

入することとし、小田原工

場における試行導入に係

る計画を策定した（平成26

年度）。 

・ 本中期目標期間を通じて
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（４）防災管理 

地震などの災害発生時における

速やかな業務回復を図るため、災害

発生時のマニュアルに基づいた訓

練を行うなど防災管理体制の維

持・充実に取り組みます。 
また、緊急時においても事業の継

続が求められる主要業務について

国立印刷局事業継続計画（ＢＣＰ）

を策定するとともに、継続的に改善

を行うことにより、緊急時にも迅速

 
 
○守秘義務を有する製品に 
かかる秘密漏洩防止の管 
理状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○守秘義務を有する製品に

かかる秘密漏洩発生の有

無 
 
 
○防災訓練の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製品の盗難事故は発生し

なかった。 

・ 守秘義務を有する製品の

取扱いについて、取扱規程

や作業標準書の遵守状況

を点検する秘密管理点検

を実施し、秘密漏えい防止

の徹底を図った。 

・ 官報等の秘密性の高いデ

ータを取り扱う部門にお

いて、情報漏えい対策ソフ

トを運用するとともに、デ

ータの不正持ち出し防止

のための物的措置や記録

媒体の数量管理など、秘密

漏えい防止策を実施した。 

・ 官報製造工程において

は、ＩＳＭＳの継続運用を

通じて、情報セキュリティ

管理体制の維持・強化に取

り組んだ。平成25年度にお

いては、3年ごとに実施さ

れる更新審査で再認証を

取得するとともに、平成26

年度においては、維持審査

に合格した。 

・ 本中期目標期間を通じて

守秘義務を有する製品に

かかる秘密漏えいは、発生

しなかった。 

 

・ 各機関において、地震対

策マニュアルに基づき大

地震の発生を想定した初

動措置、避難等の各種防災

訓練を実施した。  

・ 防災週間及び秋季・春季

全国火災予防運動週間に

おいて、各機関でビデオ上

映や講演等を実施し、職員

の防災意識の啓蒙に取り
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かつ確実な対応を図ることができ

るよう、事業継続マネジメント（Ｂ

ＣＭ）を導入し運用を開始します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○事業継続計画（ＢＣＰ）

の策定の状況 
 
 
 
 
○事業継続マネジメント

（ＢＣＭ）の導入及び運

用状況 

組んだ。 

・ 地震発生時等における全

役職員の安否確認及び緊

急連絡等を迅速かつ容易

に行うことを目的として、

「安否確認サービス」を導

入した（平成26年度）。 

・ 職員の安否確認訓練、応

急救護訓練等を実施した

ほか、消防設備等の点検を

実施した。 

・ 平成26年度においては、

非常時を想定し、本局と各

機関との間において、モバ

イル機器を活用した確認

テストを行った。 

・ 津波防災の日における緊

急地震速報訓練について、

全機関が参加して身の安

全確保など初動対応訓練

を実施した。 

・ 大規模地震発生時の職員

の安全確保と生産設備の

被害を最小限に抑えるこ

とを目的として、地震発生

時の揺れを感知し自動的

に機械を停止させる感震

装置を、平成25年度に全て

の銀行券印刷機へ、また、

平成26年度には全ての用

紙断裁機への設置を完了

した。 

・ 平成25年度に作成した主

要業務（銀行券、旅券、官

報）の事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）の原案に基づき、関係

府省等との協議状況を踏

まえ、ＢＣＰを策定した。 

・  本局に事業継続推進委員

会を設置し、事業継続に係

る重要事項（ＢＣＰや必要
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＜評価の視点＞ 
○内部統制の仕組みが機能

しているか。 
○偽造防止技術に関する秘

密情報の管理の徹底や情

報セキュリティの確保に

取り組んでいるか。 
○数量管理を徹底するとと

もに、警備体制の維持・

強化を図っているか。 
○防災管理体制の維持・充

実に取り組むとともに、

ＢＣＭを導入し、運用し

ているか。 

な内部規程の整備等）につ

いて審議を行った（平成26

年度）。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５ その他の業務全般に関する見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｃ 
 ５．その他の業務全般に関する見

直し 
  上記１．から４．に加え、業務

全般について、以下の取組を行う

ものとする。 
(1) 給与水準に関する取組 

給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、引き

続き、ラスパイレス指数による比

較等を行い、適正な水準の維持に

向けて取り組むとともに、その状

況を公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 随意契約等の見直し 
  契約については、偽造防止上の

観点に配意しつつ、引き続き、原

５．その他の業務全般に関する見

直し 
上記１．から４．に加え、業務

全般について、以下の取組を行い

ます。 
（１）給与水準に関する取組 
給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、引き

続き、ラスパイレス指数による比

較等を行い、適正な水準の維持に

向けて取り組むとともに、総務大

臣が定める様式により、役職員の

給与等の水準を印刷局ホームペー

ジにおいて公表します。 
 
 
 
 
 
 
（２）随意契約等の適正化の推進 
契約については、偽造防止上の

観点に配意しつつ、引き続き、原

 
 
 
 
 
 
○給与水準に関する取組状

況  
 
 
 
 
 
 
 
 
○給与水準についての公表  
 
 
 
 
○随意契約等見直し計画に

基づく取組状況 

＜主要な業務実績＞ 

 
 
 
 
 
・ 各年度における国立印刷局職員の給与

水準について、国家公務員の給与水準と

比較したラスパイレス指数は、以下のと

おりとなった。 

年 度 
事務・技術

職員 
研究職員 

25 年度  91.2 77.4 

26 年度 90.4 75.8 

（注）各年度の指数は、前年度の給与水

準である。 
・ この結果については、監事によるチェ

ックを受け、総務省が策定するガイドラ

インに基づき、国立印刷局ホームページ

で公表した。 
 
・ 契約については、原則として一般競争

入札等によるものとし、「随意契約等見

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

各年度における給与水

準については、国家公務

員より低い水準となっ

た。これは、「一般職の職

員の給与に関する法律」

の適用を受ける国家公務

員の給与を参酌しつつ、

その他の事情を考慮して

定めているためである。 

特に、研究職員につい

ては、研究所の所在地に

おける地域手当、学歴構

成等の関係から、大きな

差が生じていると考えら

れる。 

平成 25 年度の競争性

のない随意契約実績は、

件数については見直し計

画（159 件）を達成した

ものの、金額については、

偽造防止技術の秘密を理

＜評価の視点＞ 

 適正な給与水準の維持に取り組んだか。 

 契約の適正化が図られたか。 

 システムの機能性・利便性の向上、情報セキュ

リティの確保等に取り組んだか。 

 公益法人等への支出については、真に必要なも

のであって、最低限のものとなっているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 職員の給与は、独立行政法人通則法に基づき、

一般職給与法の適用を受ける国家公務員の給与、

民間企業の従業員の給与及び業務の実績などを考

慮して適正水準となるよう取り組んでおり、本中

期目標期間中の水準は、一般職給与法の適用を受

ける国家公務員より低いものとなっている。 

 随意契約及び一者応札等については、引き続き、

随意契約の理由及び仕様書の審査、仕様書の見直

し、入札参加申込期間の十分な確保、契約監視委

員会による点検等を通じて、適正化に向けた取組

がなされた。 

 平成 24年度決算検査報告（会計検査院）におい

て、「一般旅券冊子用カーフの購入契約における予

定価格の積算に当たり、原料の市場価格の変動率
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則として一般競争入札等によるも

のとし、また、随意契約等の適正

化、競争性及び透明性の確保を推

進するため、以下の取組を行うも

のとする。 
① 印刷局の「随意契約等見直し

計画」に基づく取組を着実に実

施するとともに、その取組状況

を公表すること。 
② 競争性のある契約のうち、特

に企画競争や公募を行う場合

は、競争性、透明性が十分確保

される方法により実施するこ

と。 
また、契約監視委員会による

点検を徹底するとともに、監事

及び会計監査人による監査にお

いて、入札・契約の適正な実施

についてチェックを受けるもの

とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

則として一般競争入札等によるも

のとし、随意契約の適正化を推進

します。 
具体的には、印刷局の「随意契

約等見直し計画」に基づく取組を

着実に実施するとともに、その取

組状況を印刷局ホームページにお

いて公表します。 
競争性のある契約を行う場合に

は、企画競争を含めて競争性、透

明性が十分確保される方法により

実施します。 
また、随意契約等の適正化、競

争性及び透明性の確保に向けた取

組内容については、契約監視委員

会の点検を受けます。 
さらに、監事及び会計監査人に

よる監査において、入札・契約の

適正な実施についてのチェックを

受けます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
○随意契約等見直し計画に

基づく取組状況の公表 
 
○競争性のある契約の実施

状況 
 
 
 
 
○契約監視委員会による点

検の状況 
 
 
 
 
○監事及び会計監査人によ

る監査の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

直し計画」に定めた具体的取組を実施

し、随意契約の適正化を推進した。 
・ 競争性のない随意契約実績について

は、平成 25年度において、件数 102件、

金額 14,111百万円となり、平成 26年度

において、件数 103件、金額 3,163百万

円となった。   

・ 国立印刷局ホームページにおいて、「随

意契約等見直し計画」に基づく毎月の契

約に係る情報等を公表した。 
・ 一者応札・一者応募の見直しについて

は、一般競争入札等における入札参加申

込期間の十分な確保、公平性の高い合理

的な仕様内容の厳格な審査、競争参加資

格の拡大等、競争性、透明性の確保に取

り組んだ。 
・ 競争性のない随意契約及び一者応札・

一者応募となった契約に関して、「随意

契約等見直し計画」の実施や見直しの適

切性について、契約監視委員会で点検を

受けた結果、同委員会による意見の具申

又は勧告はなかった。 
・ 随意契約の見直し及び契約適正化への

取組状況について、監事の監査を受ける

とともに、財務諸表監査の中で、会計監

査人による監査を受けた。 
・ 設備投資及び調達委員会において、競

争性、公平性及び透明性を確保するため

に、設計仕様、契約方法、スケジュール

などを審査した上で、理事会に付議し

た。 
・ 障害者就労施設等からの物品等の調達

の推進を図るための方針を策定し、障害

者就労施設等からの物品等の調達の推

進を図った。 
・ 費用低減への取組として、競争性のな

い随意契約を行う場合には、契約締結の

都度、価格交渉を行い、費用の低減に取

り組んだ。 
・ 一般旅券冊子用カーフの購入契約にお

ける予定価格の積算誤りについて、会計

由とした大型の設備投資

案件等の影響もあり、見

直し計画（4,396 万円）

を達成できなかった。こ

れは、大型投資案件の影

響で各年度において変動

が生じているものであ

り、平成 26年度について

は、件数、金額ともに見

直し計画を下回った。 

一般競争入札等におけ

る一者応札・一者応募と

なった契約件数について

は、より競争性、公正性

及び透明性を確保するた

め、制限的な仕様、参加

資格等の設定により競争

性を阻害していないか等

の点検を契約計画段階で

行う等に取り組み、平成

26年度において、前回一

者応札・一者応募であっ

た 24 件の契約が二者以

上の応札・応募となった

ことは評価できる。 

なお、契約事務につい

て、会計検査院から、予

定価格の積算誤りが不当

事項として指摘されたこ

とを踏まえ、積算内容の

確認体制を強化する見直

しを行った。また、競争

参加資格に係る審査の誤

りに対しては、迅速に再

審査を行うなどの対応を

図った。これら指導等を

受けて、「入札・契約事務

に係る検証委員会」を設

置し、原因を究明すると

ともに再発防止策を策定

し、これを確実に実施し

を誤って算定していたため、支払額が過大となっ

ていた（平成 24 年 5 月）」として、不当事項とさ

れた。 

 印刷局ネットワークシステムについては、引き

続き、安定稼働に努めるとともに、インターネッ

ト用ファイアウォールの機能強化、ウイルス対策

管理用サーバの更新を行い、セキュリティの向上

を図った。 

 公益法人等への会費等の支出は、日本監査役協

会や日本印刷技術協会など、研修やセミナーへの

参加等を通じて業務運営上必要となる知見や技術

を収得するためのものに限定して行われている。 

以上のように、本項目については、概ね中期目

標における所期の目標を達成しているものと認め

られるが、会計検査院から不当事項の指摘がなさ

れた事実は、重く受け止める必要がある。本指摘

は、本中期目標期間中に発生した事象に対するも

のではないが、その重要性に鑑み、Ｃとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 会計検査院から指摘を受けた事象については、

既に改善が図られているところであるが、平成 27

年度以降においても、引き続き、契約事務全般に

わたって適正化に努める必要がある。 

 



36 
 

 
 
 
 
 
(3)  業務・システムの最適化計画

の実施 
   業務運営の効率化を図るため、

「国立印刷局ネットワークシステ

ムの業務・システム最適化計画」

に基づきシステムの機能性・利便

性を向上させる等、更なる取組を

行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 公益法人等への会費支出の見

直し 
 公益法人等への会費支出につい

ては、適正化・透明性を強化する

観点から、着実に見直しを行うと

ともに、支出内容については、公

表するものとする。 

 
 
 
 
 
（３）業務・システムの最適化計

画の実施 
業務運営の効率化を図るため、

「国立印刷局ネットワークシステ

ムの業務・システム最適化計画」

に基づき、システムの機能性・利

便性を向上させるとともに、シス

テムの安定稼働及び情報セキュリ

ティの確保に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）公益法人等への会費支出の

見直し 
公益法人等に対する支出の適正

化・透明性を強化する観点から、

印刷局の業務の遂行のために真に

必要なものを除き、公益法人等へ

の会費の支出は行わないものと

し、真に必要があって会費の支出

を行う場合は必要最低限のものと

するなど着実に見直しを行うとと

もに、印刷局ホームページにおい

て支出内容を公表します。 

 
 
 
 
 
 
 
○業務・システムの最適化

計画の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○公益法人等に対する支出

の適正化の取組状況 
○公益法人等に対する支出

内容の公表 
 
 
＜評価の視点＞ 
○適正な給与水準の維持に

取り組んでいるか。 
○「随意契約見直し計画」

検査院から不当事項として指摘があっ

た。また、測量・建設コンサルタント等

の競争参加資格審査（平成 25・26 年度

分）において、等級決定の誤りがあった

ことが判明した（平成 25年度）。 
 
 
・ 「国立印刷局ネットワークシステムの

業務・システム最適化計画」に基づき、

ウイルス対策管理用サーバを更新する

とともに、サイバー攻撃等への対応とし

て、ファイアウォールの機器更新に合わ

せ機能強化を図った（平成26年度）。 

・ 平成25年度において、セキュリティ対

策に係るサポート対応が終了するＷｉ

ｎｄｏｗｓＸＰから、Ｗｉｎｄｏｗｓ７

へＯＳの切替えを行うとともに、ＩＰｖ

4枯渇の影響を受けるネットワークの外

部接続箇所について、ＩＰｖ6を導入し

た。 

・ 印刷局ネットワーク利用者の利便性を

向上するため、規則類や業務上必要な情

報、周知事項等を掲示している国立印刷

局業務ポータルサイト（局内ウェブ）を

改善した（平成25年度）。 

・ 調達に当たり、印刷局ネットワークシ

ステム用パソコンの保守等、ライフサイ

クルコストを考慮した複数年契約を実

施した。 

 

 

・ 公益法人等に対する支出について、そ

の適正化・透明性を強化する観点から

「独立行政法人が支出する会費の見直

しについて」に基づき、公益法人等への

会費支出の必要性及び金額の妥当性に

ついて厳格に精査するとともに、「公益

法人に対する支出の公表・点検の方針に

ついて」に基づき四半期ごとに国立印刷

局ホームページで支出状況を公表した。 

 

た。 

政府の取組である「業

務・システムの最適化計

画」の実施に当たっては、

「国立印刷局ネットワー

クシステムの業務・シス

テム最適化計画」に基づ

く取組を、確実に進めて

いると認められる。 
公益法人等への会費

は、業務遂行のために真

に必要なものを精査し支

出している。また、平成

26 年度の支出額は、

902,300 円となり、平成

25年度の 749,050円を上

回った。これは、以前か

らの支出先である法人

が、平成 26年度に一般社

団法人化し、公表対象と

なったためである。 

なお、平成 24年度の支

出額（10,119,558円）と

比較して、大きく下回っ

ている。 

 

 以上のことから、その

他の業務全般に関する見

直しの取組を総合的に判

断し、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
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の実施・進捗状況や目標

達成に向けた具体的取組

状況について、必要な評

価が行われているか。 
○個々の契約について、競

争性・透明性の確保の観

点から、必要な検証・評

価が行われているか。 
○計画に基づき情報セキュ

リティの確保が確実に図

られているか。 
○公益法人等に対する支出

の見直しが行われ、適正

化・透明性の強化が図ら

れているか。 

独立行政法人から公益法人への契約

以外の支出の状況 

※ 金額は「公益法人に対する支出の公

表・点検の方針について」に基づき

公表した金額の合計額 

24年度実績 
25年度実

績 

26年度実

績 

10,119,558

円 

749,050

円 

902,300

円 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 通貨行政への参画 

関連する政策・施策 （財務省） 
総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り

組み高い品質の通貨を円滑に共有することにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 
政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の

防止 
施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 
施策４－１－５ 通貨に関する情報提供 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立印刷局法第１１条第１項第２号・第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 
平成 26 年度事前分析表〔総合目標４〕 
平成 26 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

 
25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

国内外の会議、学会

等での発表・参画 
60件以上  67件 63件    予算額（千円） 74,162,000 74,976,000    

特許の出願件数 60件以上  60件 61件 決算額（千円） 71,174,657 76,181,689 

（参考）ホームペー

ジのアクセス件数 
－  347,081件 354,015

件 

 

   

（参考）入館者数の

推移 
－  20,557人 22,335人    

注）予算額、決算額は支出額を記載 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 
 １．通貨行政への参画 

 (1) 銀行券の動向に関する調査と

銀行券に関する企画 
 印刷局は、通貨制度の安定に寄

与するため国内外における銀行券

の動向について調査を行う。また、

印刷技術の向上や物価状況等の社

会経済情勢の変化を見据え、銀行

券の種類、様式等に関する改善や

目の不自由な人も安心して使用で

きる工夫について、偽造防止技術

の高度化、識別容易性及び利便性

の追求、製造時の環境への影響、

国内外において通用する卓越した

デザイン等、国の政策的な観点か

ら必要とされる特性も考慮の上、

財務省との連携を強化しつつ、不

断に検討を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．通貨行政への参画 
（１）銀行券の動向に関する調査

と銀行券に関する企画 
通貨制度の安定に寄与するた

め、国内外における銀行券の動向

について調査を行います。具体的

には、国際会議への参画や国内外

における通貨関係当局等との情報

交換を通じ、銀行券に関する偽造

動向、最新の偽造防止技術、改刷

の準備状況等について調査を行い

ます。 
また、印刷技術の向上や物価状

況等の社会経済情勢の変化を見据

え、銀行券の種類、様式等に関す

る改善や目の不自由な人も安心し

て使用できる工夫について、偽造

防止技術の高度化、識別容易性及

び利便性の追求、製造時の環境へ

の影響、国内外において通用する

卓越したデザイン等、国の政策的

な観点から必要とされる特性も考

慮の上、財務省との連携を強化し

つつ、不断に検討を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○国内外における銀行券の

偽造動向等についての調

査状況 
 
 
 
 
 
 
○銀行券の種類、様式等に関

する改善についての検討

状況 
 
○目の不自由な人も安心し

て利用できる工夫につい

ての検討状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

・ 各国の銀行券製造機関等により構成される各

種国際会議への参画及び国内外における通貨

関係当局との情報交換等を通じて、銀行券に関

する偽造動向等について調査を行った。 

・ 個別調査として、インドネシア、オランダ、

デンマーク、ロシア等の関係当局に訪問し、銀

行券のデザイン・設計、製造、品質管理・保証

体制等に係る調査及び意見交換を行った（平成

25年度）。 

・ あらゆる使用者の利便性の向上と、使用環境

に左右されない識別容易性を追求した銀行券

の検討として、次期銀行券の基本設計の整理に

取り組んだ（平成 25年度）。 

・ 5千円券について、ホログラムの透明層（光

沢性のある透明シール）の拡大と形状変更を行

うことで、触感の違いにより、券種の識別を容

易にした（平成 25年度）。 

・ 改良 5千円券について、企業等に対するサン

プル券閲覧会を実施したほか、サンプル券につ

いて、財務省と連携して、目の不自由な人に対

するモニタリング調査を実施した（平成 25 年

度）。 

・ 将来の銀行券改刷が、券種識別性の向上につ

ながるよう、財務省と連携して、目の不自由な

人に対するアンケートを実施し、その結果につ

いて財務省に提出した（平成 25年度）。 

・ 銀行券の識別性の向上を目的として、新たな

識別マークについて検討を行った（平成 26 年

度）。 

・ 「言う吉くん（スマホ）」を開発し、アップ

ル社のＡｐｐ Ｓｔｏｒｅから配信を開始した

（平成 25年度）。また、一部の機種向けに改善

を施し、認識速度の向上を図った（平成 26 年

度）。 

・ 「言う吉くん（ポケット）」のモデルを開発

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

国立印刷局は、通貨行政

の執行機関として位置付け

られていることから、銀行

券の製造はもとより、通貨

の偽造・変造の防止や通貨

に対する国民の信頼を維持

するために必要な情報の提

供等に取り組んでいる。 

銀行券の偽造動向につい

ては、偽造銀行券は平成 25

年に 966 枚、平成 26 年に

2,235 枚発見されているが

（警察庁ホームページ）、発

行枚数（平成 25 年：130 億

枚、平成 26 年：134 億枚）

に占める割合は極めて小さ

く、通貨制度の安定に重大

な影響を及ぼす状況にはな

いと考えられる。 

銀行券の種類、様式等の

改善については、5千円券の

改良に係る取組により早期

の発行に貢献したことはも

とより、独自に開発した「言

う吉くん（スマホ）」の提供

については、製造業として

の枠を超えた取組として高

く評価できる。「言う吉くん

（スマホ）」については、平

成 26年度において、認識速

度の向上により利便性を高

めており、適切に維持管理

が行われている。 

また、「言う吉くん（ポケ

ット）」については、民間企

＜評価の視点＞ 

 銀行券の動向に関する調査、銀行券

に関する企画及び研究開発、国内外の

関係当局との連携や情報交換、銀行券

の信頼の維持等に必要な情報の提供及

び国際対応や製品設計力の強化を通

じ、通貨行政に的確に参画したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

銀行券の動向等に関する調査及び国

内外の関係当局との連携等について

は、インドネシアほか８カ国に訪問し

個別調査を行ったほか、「環太平洋銀行

券製造機関会議」等において銀行券等

の偽造動向や偽造防止技術等の最新情

報を得るなど、各種国際会議における

情報収集や関係当局との情報交換等が

積極的に行われ、その結果をセキュリ

ティレポートとして取りまとめて財務

省に提出した。また、必要に応じ、随

時財務省への報告等がなされており、

所期の目標は達成されている。 

銀行券の企画及び研究開発について

は、平成 26年 5月に券種識別性を向上

させた改良５千円券の発行が実現した

ほか、目の不自由な人を対象としたモ

ニタリング調査を経て、お札識別アプ

リ「言う吉くん」を開発し、民間企業

による製品化を実現した。また、各研

究課題に対する事前、中間、事後の評

価が的確に行われており、研究開発の

質の向上に向けた努力が認められる。 

本中期目標期間中における、会議、

学会等での発表・参画件数及び特許出

願件数は、いずれも目標を上回る実績

となった。 

また、引き続き、次期改刷を想定し

た図案、彫刻等の作製に取り組むとと
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 (2) 偽造防止技術等の効率的かつ

効果的な研究開発等 
印刷局は銀行券について、次期

改刷も踏まえつつ、独自の偽造防

止技術の高度化、製造工程の効率

化、製紙・印刷技術の高度化のた

めに必要な研究開発を確実に実施

するとともに、効率的かつ効果的

な研究開発の推進に努めるものと

する。 
また、研究開発の実施に際して

は、事前、中間、事後の評価を更

に徹底するとともに、その結果を

踏まえ研究開発計画の必要な見直

しを行い、研究開発の質の向上に

努めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）偽造防止技術等の効率的か

つ効果的な研究開発等 
銀行券の次期改刷も見据え、独

自の偽造防止技術の維持・向上や

製造工程の効率化、製紙・印刷技

術の高度化を図るため、研究開発

の基本計画を策定し、効率的かつ

効果的な研究開発を進めます。 
具体的には、容易に真偽判別可

能な偽造防止技術や新たな機械読

取技術など、対人及び対機械行使

を対象とした偽造抵抗力の強化に

向けた研究開発を進めます。また、

製造工程において、将来の品質管

理・保証装置の開発など、合理化・

効率化に向けた設備開発に取り組

むとともに、銀行券製造技術の高

度化を図ります。 
さらに、デザインと偽造防止技

術を融合させた次期銀行券仕様に

ついて検討するとともに、ユニバ

ーサルデザインなど銀行券の識別

容易性の向上に取り組みます。 
研究開発については、研究開発

評価システムの運用を通じて、事

前、中間、事後の評価を更に徹底

し、研究開発活動を活性化すると

ともに、評価結果を踏まえ計画の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○研究開発の基本計画の策

定状況 
○研究開発の基本計画に基

づく研究開発の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○独自の偽造防止技術の維

持・向上に向けた取組状況 
 
 
 

し、財務省と連携して、目の不自由な人を対象

とした当該モデルに関するモニタリング調査

を実施した。また、「言う吉くん（ポケット）」

の開発・提供に関心のある企業に対して当該モ

デルの説明会を実施し、モデルの仕様及びプロ

グラムに係る情報提供を行い（平成 25年度）、

その結果、民間企業において製品化された（平

成 26年度）。 

・ 国際ユニヴァーサルデザイン協議会が主催す

る「ＩＡＵＤアウォード 2014」に「目の不自

由な方々向け、お札識別アプリ「言う吉くん」

の開発」というテーマで応募し、ソーシャルデ

ザイン部門で銀賞を受賞した（平成 26年度）。 

 

 

・ 第 3期中期目標期間における「研究開発基本

計画」に基づき、①独自の偽造防止技術の維

持・向上、②効率化・合理化に向けた設備開発、

③製紙・印刷技術の高度化、④製品開発、⑤環

境負荷低減、⑥基礎的研究の各分野において、

研究課題等に係る実施計画を策定し、研究開発

に取り組んだ。 

 

（参考）研究課題等件数の推移 

区 分 

25年

度実

績 

26年

度実

績 

偽造防止技術

の開発 
9件 7件 

効率化・合理化に 

向けた設備開発 
5件 6件 

製紙・印刷技

術の高度化 
6件 8件 

製品開発に向

けた取組 
6件 6件 

環境負荷低減

に向けた取組 
2件 3件 

基礎的研究 4件 4件 

合 計 32件 34件 

 

・ これまで培ってきた製紙・印刷技術を基に、

新たな独自技術の創出に向けた技術開発や中

核技術の更なるレベルアップを目指した研究

開発に取り組んだほか、各種セキュリティ製品

業により製品化されてお

り、国立印刷局が提供した

情報が有効かつ効果的に活

用されており評価できる。 

なお、「ＩＡＵＤアウォー

ド 2014」における受賞は、

目の不自由な人への情報提

供の取組が高く評価された

ものと考えられる。 

研究開発については、各

年度において 6 分野の研究

課題等に取り組み、創出さ

れた研究成果について特許

出願を行った結果、本中期

目標期間における実績平均

件数は 61件となり、目標（60

件）を達成し、知的財産力

の強化に関する成果が得ら

れたことから評価できる。 

また、会議、学会等での

発表・参画についても、各

年度における発表・参画の

結果、本中期目標期間にお

ける実績平均件数は 65件と

なり、目標（60 件）を達成

している。 

国内外当局との情報交

換、通貨の真偽鑑定等につ

いては、財務省を始めとす

る関係当局との連携の強化

を図るとともに、偽造通貨

発見時における対応の連絡

体制の整備に協力してい

る。 

ホームページのアクセス

件数については、平成 26年

度は 354,015 件であり、平

成 25 年度に対し、2％増加

した。これは、ホームペー

ジのリニューアルを行い、

より分かりやすく、利便性

もに、海外（中国印鈔造幣総公司）と

の技術交流が行われた。 

 国民への情報提供については、ホー

ムページのリニューアルや、アンケー

ト結果に基づく博物館での特別展示等

に取り組んでおり、アクセス数は前中

期目標期間の平均との比較で減少した

が、博物館の入場者は増加している。 

以上のように、本項目は、数値目標

を達成したほか、全般にわたって質的

にも顕著な成果が認められる。さらに、

平成 25年度の評価においてもＡ＋の評

価を得ていることを踏まえれば、自己

評価においてＡとした評定は妥当なも

のと考えられる。 
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必要な見直しを行う等、効率的な

研究開発の推進や質の向上に向け

て取り組みます。 
また、国内外の会議、学会等へ

の参加などを行うほか、知的財産

力の強化に向けて、創出された研

究成果を迅速かつ的確に特許出願

するとともに、適切な維持管理に

取り組みます。 
なお、本中期目標期間中の目標

を以下のとおりとします。 
① 国内外の会議、学会等での発

表・参画 年平均６０件以上 
② 特許の出願件数 年平均６０

件以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○製造工程の合理化・効率化

に向けた取組状況 
 
 
 
 
 
○製紙・印刷技術の高度化に

向けた取組状況 
 
 
 
 
○銀行券の識別容易性の向

上に向けた取組状況 
 
 
○事前、中間及び事後の研究

開発評価の実施状況 
 
○評価結果を踏まえた必要

な見直しの状況 
 
 
 
○特許の出願件数 
 
 
 
 
 
 
 
○会議、学会等での発表・参

画件数 
 
 
 
 

への採用を視野に、実験設備等を活用した試作

品の作製を通じて技術検証を行った。 

・ 用紙仕上機（試作機）について、基本機能を

確認するとともに、安定した用紙搬送・集積及

び高精度な検査に適した条件の整理を進め（平

成 25年度）、検証結果に基づき、実用機仕様案

の整理に取り組んだ（平成 26年度）。 

・ 新たな偽造防止技術に対応するための検査装

置や印刷機の開発を進めた。 

・ 製紙技術については、次期銀行券用紙の紙料

設計に向けて、各製紙用原材料の基本特性を整

理した。 

・ 印刷技術については、新たな偽造防止技術の

開発を目的に、インキ設計、版面設計等の確立

に向けた検証に取り組んだ。 

・ 次期銀行券を視野に、デザインと偽造防止技

術を融合し、ユニバーサルデザインの思想を取

り入れた試作品の券面デザインを作製し、製

紙・印刷工程における検証実験に取り組んだ。 

・ 研究開発に対する評価については、研究開発

評価委員会において、研究課題等の事前、中間

及び事後の評価を行った。 

・ 研究成果の創出状況、研究開発計画に対する

進捗状況等の視点から定期的に実施状況を管

理し、必要に応じて、当該実施計画及び人的資

源の配分を再検討の上、研究開発活動に反映さ

せ、研究開発の質の向上に取り組んだ。 

・ 研究開発の取組の結果、偽造防止技術、製造

装置等の各分野において、潜像印刷物や印刷設

備の特許などの特許出願を行った。 

区 分 

25年

度 

実績 

26年

度 

実績 

本中期目標 

期間実績平均 

目 

標 

特許出願

件数 

60件 61件 61件 60

件 

 

・ 国内外の学会において発表を行ったほか、会

議・学会に参画した。 

区 分 

25

年度 

実績 

26

年度 

実績 

本中期目標 

期間実績平均 

目 

標 

発表参画計 67 63 65件 60

を向上させるとともに、コ

ンテンツの充実や、新たに

「国立印刷局 Facebook」を

公開したことによるものと

考えられる。 

博物館の入館者数につい

ては、平成 26年度は 22,335

人であり、平成 25年度に対

し、8.6％増加した。これは、

特別展示・特集展における

収蔵品の展示機会の拡大等

によるものと考えられる。 

平成 26 年 5 月に、改良 5

千円券についての記念式典

を開催し、多方面にわたる

関係者に出席いただき、多

くのマスメディアにより、

テレビ、新聞等で大きく取

り上げられたことは、改良 5

千円券に対する国民の認識

向上に貢献したものと評価

できる。 

国際対応の強化について

は、平成 25年度におけるベ

トナム国家銀行職員に対す

る短期受入研修を始めとし

て、各年度において、イン

ドネシア及びベトナムの通

貨関係機関との間で技術協

力に関する取組を行ってお

り、国際対応の強化はもと

より、国際貢献の観点から

も評価できる。 

製品設計力の強化につい

ては、偽造防止技術が効果

的に発現できるデザインの

作製を行う等、次期改刷に

備えている。 

 

以上のことから、改良 5

千円券に関する取組、「言う
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(3) 海外当局との情報交換、通貨の

真偽鑑定等 
国際的な広がりを見せる通貨偽

造に対抗していくため、財務省と

一体として、引き続き、国内外の

通貨関係当局及び捜査当局等と積

極的に情報交換を行い、偽造の抑

止を図る。また、通貨偽造事件に

際しては、迅速かつ確実な真偽鑑

定を行うべく、実施体制の維持・

強化を図るとともに、緊急改刷へ

の対応も想定しつつ、国内外当局

等との連携強化に努めるものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 銀行券の信頼の維持等に必要

な情報の提供 
銀行券への信頼維持のために

は、銀行券の特徴など、銀行券に

係る情報が実際に使用する国民に

わかりやすく提供されるととも

に、必要に応じて現金取扱機器の

製造業者等に対し機密保持に配慮

したうえで的確な情報が提供され

る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）国内外当局との情報交換、

通貨の真偽鑑定等 
国内外における銀行券の偽造や

偽造防止技術等の動向について、

適宜、財務省と情報交換を行いま

す。また、研究開発成果等につい

て、財務省に報告し、意見交換を

行います。さらに、国際的な広が

りを見せる通貨偽造に対抗してい

くため、財務省と一体として、国

内外の通貨関係当局及び捜査当局

等と積極的な情報交換を行いま

す。 
通貨偽造事件に際しては、国内

外当局等と協力して迅速・確実に

真偽鑑定を実施するとともに、国

内外当局等との連携を強化し、緊

急改刷の必要が生じた場合におい

ても適切に対応します。 
 
 
 
（４）銀行券の信頼の維持等に必

要な情報の提供 
銀行券への信頼維持のため、銀

行券に関する情報について、財務

省及び日本銀行と連携しつつ、印

刷局のホームページや博物館の展

示等を通じて、国民に広く分かり

やすく提供します。 
具体的には、ホームページによ

る銀行券の仕様や偽造防止技術等

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
○財務省との偽造や偽造防

止技術等の動向の情報交

換の状況 
 
 
 
 
○研究開発成果等の財務省

への報告、意見交換の状況 
 
 
○国内外の通貨関係当局及

び捜査当局等との情報交

換の状況 
○通貨偽造事件に際しての

国内外当局との連携強化

の状況 
 
 
 
 
 
○ホームページ等による情

報の提供状況 
 
 
 
 
 
 

件 件 件 

 国 内 で の

学会発表 
2件 3件 － － 

国 外 で の

学会発表 
1件 0件 － － 

会議・学会 

への参画 

（うち国際会議） 

64

件 

（9

件） 

60

件 

（9

件） 

－ － 

 

 

・ 「アジア・中東・アフリカ・ハイセキュリテ

ィ印刷会議」、「環太平洋銀行券製造機関会議」

等、セキュリティ関連の国際会議への参画を始

め、国内外の関係当局との連携や情報交換等を

通じて、国内外における銀行券等の偽造動向、

偽造防止技術、改刷の準備状況等の最新情報を

収集し、調査・分析を行った。 

・ 国内外における銀行券の偽造・改刷状況、偽

造防止技術等の動向について取りまとめたセ

キュリティ・レポートを作成し、財務省に提出

した。 

・ 銀行券の偽造動向等について、警察庁等と情

報交換を行った。 

 

・ 偽造通貨に関する関係省庁等連絡会議に参加

し、通貨関係当局との情報交換を行った（平成

26年度）。 

・ 偽造通貨発見時の対応について、財務省、警

察庁等関係当局との情報交換及び連絡体制の

整備に向けて協力した（平成 26年度）。 

 

 

・ 平成 26 年 4 月に、国立印刷局ホームページ

を全面的にリニューアルした。 

・ ソーシャルネットワーキングサービス

（Facebook）を新たに導入して情報の拡散を図

るなど、コンテンツの更なる充実に取り組むと

ともに、適時に情報提供を行った（平成 26 年

度）。 

・ 博物館ホームページを全面的にリニューアル

して収蔵資料等を積極的に公開した（平成 26

吉くん（スマホ）」等の開発

及び提供に関する取組を始

めとする通貨行政への参画

に係る取組を確実に実施し

たこと並びに数値目標を達

成したことを総合的に判断

し、「Ａ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

国内外当局との情報交換

について、財務省との連携

を密にして取り組む必要が

ある。 
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  このため、印刷局は、通貨関係

当局と連携し、これらに必要な情

報提供の充実に努めるものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) 国際対応の強化 
   国際的な課題に対応し、積極的

な国際協力を行うことなどによ

り、通貨行政や銀行券の製造等に

ついて国際的な水準を維持してい

くものとする。 
 
 

に関する情報発信、国立印刷局博

物館の展示内容の充実や特別展示

の開催、外部のイベントへの出展

や協力等において、国民に分かり

やすい内容となるような企画を行

うなどの取組に努めます。 
さらに、目の不自由な人も銀行

券を容易に識別できるような方法

により、必要な情報の提供を行い

ます。 
また、必要に応じて、通貨関係

当局と連携し、現金自動預払機な

どの現金取扱機器の製造業者等に

対し、機密保持に配慮した上で、

情報の提供を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）国際対応の強化 
通貨に関する国際的な課題に対

応し、海外の関係当局との連携や

情報交換等を円滑に行うなど、国

際対応の強化に取り組みます。 
この一環として、環太平洋銀行

券製造機関会議、欧州銀行券会議

等の国際会議において、積極的な

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国立印刷局博物館の展示

内容の充実状況 
 
○特別展示等の開催状況 
 
○博物館ニュースの発行回

数 
○入館者の確保のための取

組状況 
 
 
 
 
 
  
○目の不自由な人への必要

な情報の提供状況 
○通貨関係当局と連携した、

現金取扱機器の製造業者

等に対する必要な情報の

提供状況 
 
○海外の関係当局との連携

や情報交換等の国際対応

の強化の状況 
 
 
 
 

年度）。 

（参考）ホームページのアクセス件数 

区 

分 

25年度

実績 

26年度

実績 

ア

ク

セ

ス

件

数 

347,081

件 

354,015

件 

 

・ 「ミニ展示」を「特集展」と改め、展示点数

を増やすとともに展示期間を延長した（平成

26年度）。 

・ 東京国際コイン・コンベンション等、外部イ

ベントへの出展や協力を行った。 

・ 博物館についての関心を高めることを目的

に、博物館ニュースを、各年度に 2 回発行した。 

・ 近隣自治体等に対しＰＲ活動を行うととも

に、テレビ局等の取材に対応した。 

（参考）入館者数の推移 

区 

分 

25年

度実績 

26年

度実績 

入館

者数 

20,557

人 

22,335

人 

 

・ 改良 5千円券の発行に当たり、報道関係者を

招いて記念式典を開催した（平成 26年度）。 

・ 改良 5千円券について、銀行券取扱機器の開

発及び動作確認を目的とする企業等に対する

サンプル券の閲覧会を開催した（平成 25 年

度）。 

 

・ 財務省と合同で、インドネシアの通貨関係当

局を訪問し、同国におけるデノミ実施計画の状

況、銀行券の製造・管理に係る協力の可能性等

を調査し、今後の交流について意見交換を行っ

た（平成 25年度）。 

・ ベトナムへの技術支援の一環として、ＪＩ

ＣＡの協力の下、ベトナム国家銀行職員に対

して、生産管理及びインキ製造に係る短期受
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(6) デザイン力等の強化 
   銀行券のデザイン及び製品設

計は、（1）に記載した観点から銀

行券の最も重要な要素の一つであ

り、通貨に対する信頼や我が国の

イメージの向上につながるよう、

情報交換を行います。 
これらの国際会議への参加を含

め、財務省と一体として通貨行政

を担いつつ、銀行券の製造等につ

いて国際的な水準の維持に取り組

みます。 
注）「環太平洋銀行券製造機関会

議」は環太平洋付近の国々、「欧州

銀行券会議」はヨーロッパ地域に

ある国々における、政府、政府関

連の銀行券製造機関及び中央銀行

がメンバーとなっており、銀行券

に係る技術的・専門的なテーマに

関する情報交換や討議を目的とし

て開催されている会議です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）製品設計力の強化 

銀行券のデザインを含めた製品

設計については、通貨に対する信

頼や我が国のイメージの向上につ

ながるよう、デザインと偽造防止

技術の融合を図るなど、次期改刷

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国際会議における情報交

換の状況 
○銀行券の製造等について

の国際的な水準の維持に

係る取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○次期改刷を見据えた製品

設計力の強化に向けた取

組状況 
○伝統的な工芸技術の維

持・向上に向けた取組状況 

入研修を実施した（平成 25年度）。 

・ 財務省と合同で、ベトナム国家銀行を訪問し、

新工場建設に当たっての方向性や今後の具体

的な支援内容等の調査及び意見交換を行った

（平成 25年度）。 

・ 財務省と合同でインドネシア政府証券印刷造

幣公社を訪問し、同公社との間で技術協力等に

係る覚書を締結した（平成 26年度）。 

・ ＪＩＣＡ調査団の一員として、ベトナム国家

銀行を訪問し、技術協力に係る調査を実施した

ほか、ＪＩＣＡによる技術協力プロジェクトと

して、ベトナム国家銀行に長期専門家（職員）

1名を派遣した（平成 26年度）。 

・ 各年度において、次の国際会議に参画し、偽

造防止技術の最新動向等について、積極的に情

報交換を行った。 

① 平成 25年度 

欧州銀行券会議（材料委員会）、通貨会議、

アジア・中東・アフリカ・ハイセキュリティ

印刷会議、環太平洋銀行券製造機関会議、国

際証券印刷者会議、欧州中央銀行鑑定センタ

ーシンポジウム 

② 平成 26年度 

バンクノート 2014、欧州銀行券会議（セ

キュリティ委員会及び材料委員会）、アジ

ア・中東・アフリカ・ハイセキュリティ印刷

会議 

・ 次の国の関係当局による視察を受け入れた。 

 ① 平成 25年度 

   ミャンマー、インドネシア、ベトナム、ド

イツ、フィリピン、米国及びポーランド 

② 平成 26年度 

インドネシア、モンゴル、オマーン、ロシ

ア及びドイツ 

   

・ 銀行券の次期改刷を想定し、図案、彫刻等の

各種習作の作製や偽造防止技術が効果的に発

現できるデザインの作製に取り組んだ。 

  

 

（参考）年間取組作品数の推移 
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デザイン力等の強化に一層努める

ものとする。 
を見据えた製品設計力の強化に取

り組みます。 
なお、引き続き原版彫刻などの

伝統的な工芸技術の維持・向上に

取り組みます。 
 

 
 
＜評価の視点＞ 
○通貨制度の安定に寄与す

るとともに、目の不自由な

人も安心して使用できる

工夫に関する検討を行っ

たか。 
○知的財産力の強化が図ら

れているか。 
○銀行券への信頼維持のた

め、銀行券に関する情報に

ついて、財務省及び日本銀

行と連携しつつ、国立印刷

局ホームページや博物館

の展示等を通じて、国民に

広く分かりやすく提供し

ているか。 
○海外の関係当局と連携、情

報交換等を通じて国際対

応の強化が図られている

か。 
○次期改刷を見据えた製品

設計力の強化に取り組ん

でいるか。 

25年度実績 26年度実績 

64作品（完

成 31作品） 

79作品（完

成 25作品） 

 

・ 習作等に関する内部評価を実施したほか、外

部委員を含む外部工芸技術評価委員会におい

て、彫刻・図案等に関する作品を多角的な観点

から評価した。 

・ 工芸技術者のスキルアップを図るため、中国

印鈔造幣総公司と彫刻技術に関する技術交流

を実施した（平成 25年度）。 

・ 第 3回銀行券デザイナー会議（カナダ）に初

めて参画し、情報収集を行った（平成 26年度）。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２ 銀行券の製造等 

関連する政策・施策 （財務省） 
総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り

組み高い品質の通貨を円滑に共有することにより、通貨に対する

信頼の維持に貢献する。 
政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の

防止 
施策４－１－１ 日本銀行券及び貨幣の発行・製造計画の策定 
施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立印刷局法第１１条第１項第１号、第３項第１号・第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 
平成 26 年度事前分析表〔総合目標４〕 
平成 26 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

 
25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

損率（製紙） 9.9以下 

（100以下） 
― 

9.0 

（91） 

9.5 

（96） 

   売上高（百万円） 55,792  56,565    

（印刷） 0.54以下 

（100以下） 

― 0.41 

（76） 

0.48 

（89） 

売上原価（百万円） 43,836 44,309 

     販売費及び一般管理費 
（百万円） 

6,747 7,541 

     営業費用（百万円） 50,583 51,850 

     営業利益（百万円） 5,209 4,715 

注）上記の財務情報は、セキュリティ製品事業（銀行券、国債証券、印紙、郵便切手及び旅券冊子）の金額を記載 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ２．銀行券の製造等 

（1） 銀行券の製造 
印刷局は銀行券の製造について、

以下の取組を行うものとする。 
① 製造体制の合理化、効率化を図

るため、投資効果を勘案しつつ高

機能設備の導入及び更新等を行

い、財務大臣の定める銀行券製造

計画を確実に達成すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 緊急の場合を含め当初予見し

難い製造数量の増減などによる

製造計画の変更にも対応できる

柔軟で機動的な製造体制を構築

すること。 
 
 
 
③ 効率的に高品質で均質な銀行

券を製造すべく製造工程におけ

る損率の改善に努めるとともに

品質管理を徹底すること。 
（注）損率とは、製紙工程中の投入

重量に対する減少重量の比率

及び印刷工程中の本紙枚数に

２．銀行券の製造等 
（１）銀行券の製造 
① 財務大臣の定める製造計画の

確実な達成 
投資効果を勘案しつつ高機能設

備の導入及び更新を行うことによ

り、製造体制の合理化・効率化を図

り、財務大臣の定める銀行券製造計

画を確実に達成します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 柔軟で機動的な製造体制の構

築 
銀行券の製造に当たっては、緊急

の場合を含め当初予見し難い製造

数量の増減などによる製造計画の

変更に対しても、柔軟で機動的な製

造体制を構築することにより対応

していきます。 
③ 高品質で均質な銀行券の製造 
銀行券の品質については、国民の

信頼を損なうことのないよう徹底

した品質管理を行います。 
具体的には、新たな品質管理・検

査装置の導入等により品質管理を

徹底し、引き続き高品質で均質な銀

 
 
 
 
○銀行券製造計画の達成の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○当初予見し難い製造数量

の増減などによる製造計

画の変更への対応状況 
 
 
 
 
 
○品質管理の状況 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績 

 

 

 

・ 高機能な機械設備に更新

し生産性の向上を図るな

ど、製造体制の効率化を進

めるとともに、製造工程ご

との進捗状況を管理し、財

務大臣の定める製造計画

を達成した。 

銀行券製造量の推移 

25年度 26年度 

31.5億枚 30.0憶枚 

 

・ 5千円券に黒色で印刷さ

れていた記号及び番号は、

平成 25年財務省告示第 374

号に基づき、色を褐色（暗

い黄赤）に変更して製造し

た（平成 25 年度から製造

し、変更後の銀行券は平成

26年 5月 12 日から発行）。 

・ 機動的な製造体制を継続

して維持するため、製紙部

門における長期連続操業

による機械稼働、印刷部門

等における二交替勤務体

制による機械稼働及び検

査仕上部門における昼連

続稼働を継続した。 

・ 銀行券の品質について

は、各種品質管理に関する

研修などを通じて、引き続

き品質管理手法に関する

知識の習得等に取り組ん

だ。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

国立印刷局は、通貨行政の

執行機関として通貨制度の

安定に寄与することを目的

に銀行券を製造しているこ

とから、引き続き製造体制の

効率化等を進め、各年度にお

いて、財務大臣の定める製造

計画を確実に達成したこと

は、その目的を十分に果たし

たものといえる。 

また、納期については、大

量の製品を必要な時点まで

に用意するため、年度・四半

期・月ごとの精緻な計画の立

案とその実行管理に加え、緊

急の計画変更に備えた機動

的な製造体制を維持するこ

と等により、納期を厳守し確

実な納品を行っている。特に

改良 5千円券については、平

成 26 年度当初から製品を納

入し、早期発行に貢献したこ

とは評価できる。 

さらに、銀行券は、外観の

品質はもとより、銀行のＡＴ

Ｍ等、機械での読み取りにも

耐え得る均質な製品を納め

る必要があり、目視のみなら

ず機械読み取り適性につい

ても品質のばらつきを防止

し、基準内の製品を納入しな

ければならないため、独自に

検査装置の更新機を開発す

るなど、品質管理の徹底に取

り組んでいることは評価で

きる。 

＜評価の視点＞ 

 柔軟で機動的な製造体制のもと、高品質で均質な銀行

券を確実に製造し、財務大臣の定める製造計画を達成し

たか。 

 通貨関係当局等との密接な連携の下、外国政府等の紙

幣等製造の受注に向けた取組が着実に実施されたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 銀行券の製造については、財務大臣が製造計画に計上

した銀行券の全量が指定した納期までに納品された。生

産管理体制については、長期連続操業や二交替勤務体制

等により柔軟で機動的な製造体制を維持したほか、銀行

券の品質についても、検査装置の更新等を通じて損率の

低減に取り組み、本中期目標期間中の各年度において数

値目標を達成した。 

 外国政府等の紙幣等の製造の受注に向けた取組につい

ては、海外においては初めてモンゴル銀行券製造に係る

一般競争入札に応札したほか、インドネシア政府証券印

刷造幣公社と技術協力等に係る覚書を締結するなどの対

応がなされた。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成し

ているとしてＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 外国政府等の紙幣等の製造の受注については、国際協

力及び偽造防止技術を中心とした製造技術等の維持・向

上を図る観点から、通貨関係当局等との緊密な連携の下、

国内銀行券の製造等の業務の遂行に支障のない範囲内

で、積極的に取り組む必要がある。 
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対する損紙枚数の比率をいう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2） 外国政府等の紙幣等製造の

受注に向けた取組 
 印刷局は、偽造防止技術を中心と

した製造技術やデザイン力等の維

持・向上及び国際協力を図る観点か

ら、新興国等の国づくり支援とし

て、相手国の意向を踏まえ、国内銀

行券の製造等の業務の遂行に支障

のない範囲内で、通貨関係当局等と

の緊密な連携の下、外国政府等の紙

幣等製造及び製造技術協力の実施

に向けて取り組むこととし、そのた

めに必要な体制を構築するものと

する。 

行券の製造に取り組みます。 
また、品質管理手法等の活用など

を通じて、前中期目標期間（平成

15 年度を除く。）までの実績平均値

を１００とした総合損率の相対比

率について、本中期目標期間中の実

績平均値が製紙・印刷部門とも１０

０以下となるよう損率の低減又は

維持に取り組みます。 
なお、本中期目標期間中におい

て、製紙・印刷部門とも、検査装置

の機能向上・拡大設置による検査方

法の見直しを予定しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）外国政府等の紙幣等製造の受

注に向けた取組 
偽造防止技術を中心とした製造

技術やデザイン力等の維持・向上及

び国際協力を図る観点から、新興国

等の国づくり支援として、相手国の

意向を踏まえ、国内銀行券の製造等

の業務に支障のない範囲内で、通貨

関係当局等との緊密な連携の下、外

国政府等の紙幣等製造及び製造技

術協力の実施に向けて取り組みま

す。具体的には、平成 25 年度中に

必要な体制を構築し、調査及び情報

収集などを行うとともに、外国技術

者の研修受入れや専門技術者の育

成・派遣などに取り組みます。 

○検査方法の見直し状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○銀行券の損率の低減又は

維持の状況 
 
 
 
 
 
 
○必要な体制の構築の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○調査・情報収集の状況 
 
 

・ 印刷工程においては、老

朽化及びメーカが撤退し

た検査装置の更新機を開

発し、運用を開始した。 

・ 製紙工程においては、機

能性に関する検査につい

て、オンライン装置を用い

た全数検査の実施に向け

検証を行った。 

・ 改良 5 千円券について

は、改良されたホログラム

の安定条件を早期に見い

だす等の対応を図り、平成

26 年度当初から納入を開

始した。 

・ 前中期目標期間までの実

績平均値に対する総合損

率の相対比率について本

中期目標期間中の実績は、

製紙部門は 94、印刷部門

は 82となった。 

 

 

・ 外国政府等の紙幣等製造

及び製造技術協力の実施

に向けた取組を推進する

に当たり、国立印刷局全体

が機動的に対応するため

の体制整備として、国際業

務グループを本局総務部

から経営企画部に移管し

た（平成 25年度）。 

・ 外国政府等の紙幣等製造

の受注等に向けた検討会

を設置し、外国紙幣等の製

造や技術協力について検

討を行った（平成 26 年

度）。 

・ 平成 25 年度から実施し

ているアジア地域の情報

収集活動等について、ブー

なお、銀行券の損率につい

ては、徹底した品質管理や高

品質で均質な製造を行った

結果、本中期目標期間中の実

績は、製紙部門は 94、印刷部

門は 82 となり、目標（100

以下）を達成した。 

外国政府等の紙幣等製造

等については、主にアジア地

域の国々に対し、取組を行っ

ているところであり、今後も

財務省と連携し活動を継続

していく。 

また、専門技術者の育成等

については、ベトナム及びイ

ンドネシアの通貨関係機関

との間で技術協力に関する

取組を行っており、国際貢献

の観点からも評価できる。 

 

以上のことから、銀行券の

製造等に関する取組及び数

値目標を達成したことを総

合的に判断し、「Ｂ」と評価

する。 

 

＜課題と対応＞ 

国内銀行券の製造等の業

務の遂行に支障のない範囲

内で財務省と連携し、紙幣の

生産受託、製造技術協力、技

術提案あるいは情報提供等

の実施に積極的に取り組む。 
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○外国技術者の研修受入・専

門技術者の育成派遣状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○製造体制の合理化・効率化

を踏まえ銀行券の製造計

画を達成しているか。 
○外国政府等の紙幣の製造

等の受注に向け取り組ん

でいるか。 

タンの通貨関係当局を訪

問し現地調査を行うとと

もに、財務省と合同でモン

ゴルの通貨関係当局を訪

問し、銀行券の技術に関す

る情報交換や入札を行う

など、受注等に向けた取組

を行った。 

・ 銀行券に関する技術協力

等のため、ベトナムとＪＩ

ＣＡとの技術協力プロジ

ェクトに係る合意書に基

づき、長期専門家（職員）

1 名をベトナム国家銀行

に派遣した（平成 26 年

度）。 

・ インドネシアを訪問し、

銀行券の製造や管理に係

る協力の可能性等につい

て意見交換を行い検討し

た結果、インドネシア政府

証券印刷造幣公社との間

で技術協力に係る覚書を

締結した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３ 旅券、印紙等の製造等 

関連する政策・施策 （外務省） 
基本目標Ⅳ 領事政策 
施策Ⅳ－１ 領事業務の充実 
施策Ⅳ－１－１ 領事サービスの充実 
施策Ⅳ－１－１（３） 国際標準に準拠した日本旅券の発給・管理 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立印刷局法第１１条第１項第５号・第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（外務省） 
平成 26 年度事前分析表〔外務省 26－Ⅳ－１〕 
平成 26 年度行政事業レビューシート 事業番号 081 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

 
25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

        売上高（百万円）  55,792 56,565    

売上原価（百万円） 43,836 44,309 

販売費及び一般管理費 

（百万円） 

6,747 7,541 

営業費用（百万円） 50,583 51,850 

営業利益（百万円） 5,209 4,715 

注）上記の財務情報は、セキュリティ製品事業（銀行券、国債証券、印紙、郵便切手及び旅券冊子）の金額を記載 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ３．旅券、印紙等の製造等 

  銀行券以外のセキュリティ製品

についても、製品ごとの特性を踏ま

え、「２.銀行券の製造等」と同様の

取組を行うものとする。 

３．旅券、印紙等の製造等 
偽造抵抗力を必要とする銀行券

以外のセキュリティ製品について

は、偽造防止技術の開発の推進と情

報管理の徹底を図るとともに、高品

質を保持しつつ、安定的かつ確実な

製造を行います。 
製造に当たっては、受注環境の変

化に応じて製造体制の合理化・効率

化を図り、コストの抑制に取り組み

ます。 
また、旅券については、平成 25

年度以降に発給が開始される次期

旅券を確実に製造するとともに、将

来の旅券の開発に向けて、国内外に

おける技術動向の調査や関係当局

との情報交換を行い、偽変造・改ざ

ん防止技術の高度化、製造設備に関

する研究開発に取り組みます。 
その他セキュリティ製品につい

ても、各製品の特性を踏まえ、受注

動向や社会環境の変化を迅速に捉

えて製品の受注に取り組むととも

に、仕様変更の要請等に迅速かつ適

切に対応していきます。 

 
○偽造防止技術に関する開

発の推進状況及び情報の

管理状況 
 
 
 
 
 
 
 
○製造体制の合理化・効率化

に向けた取組状況 
○安定的かつ確実な製造の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○次期旅券の確実な製造の

状況 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

・ 銀行券以外のセキュリテ

ィ製品について、偽造防止

技術の開発を推進した。 

・ 偽造防止技術に関する秘

密の管理を徹底した（平成

25年度）。 

・ 個人情報が用いられる製

品について、情報セキュリ

ティに関する規格を取得

した（平成 26年度）。 

・ 多能化の推進による部門

間の人員交流、工場間にお

ける製品交流、印刷機上で

の検査装置による品質検

査の導入、諸証券用特殊印

刷機の更新により、効率化

に努めつつ、旅券、印紙等

について安定的かつ確実

に製造した。 

  製品別納入数量 

区 

分 

25年度

実績 

26年度

実績 

旅

券 

4,134

千冊 

3,959

千冊 

印

紙 

777,719

千枚 

800,783

千枚 

郵

便

切

手 

3,443

百万枚 

1,819

百万枚 

・ 旅券の製造については、

製品の需要に対応するた

め、引き続き、二交替勤務

体制を継続した。 

・ 新たに採用された偽変

造・改ざん防止技術等につ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

旅券は、旅券所持人が自国

民であることを発行国政府

が国際的に証明する公文書

であることから、容易に偽造

されてはならないものであ

り、国立印刷局においては、

設備や材料の不具合の発生

を防止しつつ、年間数百万冊

に及ぶ製品を確実に製造す

るとともに、事前に指定され

た番号のものを指定の場所

に誤りなく納入するため、徹

底した在庫管理と発送管理

を行っている。 

旅券の製造については、設

備の更新による効率化を図

りつつ、各年度において、契

約数量を確実に製造し、顧客

の要望に応じた納品を完遂

している。平成 26 年度にお

いて、災害等の発生を意識し

た冊子の製造や各種材料の

在庫の確保を通じて、旅券の

安定的な発給に寄与してお

り評価できる。 

また、旅券に関する会合に

参画する等により、偽変造・

改ざん防止技術の高度化に

向け、外務省を技術面で支援

している。 

印紙等についても、安定的

かつ確実に製造している。特

に印紙については、新規製品

（証明書台紙）の受注による

状況の変化があった平成 26

年度においても、工場間にお

＜評価の視点＞ 

 高品質を維持しつつ、安定的かつ確実な製造を行うと

ともに、コストの抑制や研究開発等にも積極的に取り組

んだか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 二交替勤務体制を継続（旅券）したほか、工場間にお

ける製造品目の異動、印刷機上での検査装置による品質

検査の導入（印紙等）を図るなど、製造体制の合理化・

効率化が行われたことに加え、全ての製品において契約

数量を定められた期限までに納品し、返品も生じなかっ

たことから、確実な製造が行われたと認められる。 

 また、研究開発や技術動向に関する調査、情報収集も

着実に実施されており、所期の目標を達成している。 

平成 26年度において、「証明書台紙」（港区・渋谷区）

やマイナンバー制度における「番号通知カード」を新規

に受注したことは、その他セキュリティ製品の受注に向

けた取組の成果として評価できる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成し

ているとしてＢとしたもの。 
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○旅券の技術動向調査・関係

当局との情報交換の状況 
○旅券に係る研究開発の取

組状況 
 
 
○その他セキュリティ製品

に関する製品受注への取

組状況及び仕様変更等へ

の対応状況 
 
＜評価の視点＞ 
○安定的かつ確実に製造を

行ったか。 
○将来の旅券の偽変造・改ざ

ん防止技術の高度化に向

け取り組んだか。 
○その他セキュリティ製品

について、その特性を踏ま

え、受注動向や社会環境の

変化を迅速に捉え製品の

受注に取り組んだか。 

いて品質管理・品質保証を

確実に行うとともに、安定

的かつ確実に製造し、顧客

の要望に応じた納品を完

遂した。 

・ 旧旅券の的確な終結処理

を行いつつ、新旅券の製造

に円滑に移行した（平成 25

年度）。 

・ 災害等の発生による影響

を意識した旅券の生産計

画を策定し、工程管理・設

備保全の実施や各種材料

の在庫の確保を図った（平

成 26年度）。 

・ ＩＣＡＯの会合等に参画

し、次期旅券に搭載すべき

機能、最新技術、発給・製

造体制、ＩＣ旅券に関する

基本方針等について、関係

当局と情報交換を行った。 

・ 普通切手及び自動車重量

税印紙について、顧客の要

望に応じて新たな仕様の

製品を製造し、納入した

（平成 25年度）。 

・ 自動車検査証用紙の仕様

変更に応じた取組により、

継続して受注することと

なった（平成 26年度）。 

・ 新規製品として、「証明

書台紙」及び「番号通知カ

ード等」を受注した（平成

26年度）。 

 

ける製品交流により確実に

製造しており、環境の変化に

柔軟に対応している。 

その他のセキュリティ製

品については、普通切手、自

動車重量税印紙及び自動車

検査証用紙の仕様の変更に

当たり、顧客の要望を踏まえ

つつ的確に対応している。ま

た、証明書台紙の製造及び番

号通知カード等の作成を新

たに受注しており、顧客の要

望に応じた受注活動の成果

として評価できる。 

 

以上のことから、旅券、印

紙等の製造等に係る取組を

総合的に判断し、「Ｂ」と評

価する。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－４ 官報、法令全書等の提供等 

関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人国立印刷局法第３条第２項、第１１条第１項第３号・第４号・

第５号 
官報及び法令全書に関する内閣府令（昭和２４年総理府・大蔵省令第１号） 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

 
25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

訂正記事箇所数 0.43以下 

（100以下） 
― 

0.30 

（70） 

0.36 

（84） 

   売上高（百万円） 10,504  10,442 

 

   

     売上原価（百万円） 6,349 7,802 

     販売費及び一般管理費 

（百万円） 

1,555 1,601 

     営業費用（百万円） 7,904 9,403 

     営業利益（百万円） 2,600 1,039 

注）上記の財務情報は、情報製品事業（官報、法令全書、法律案等国会製品）の事業区分を記載 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ４．官報、法令全書等の提供等 

印刷局は、公共上の見地から必

要とされる官報に掲載される情報

等について、行政情報の電子化等

の流れも踏まえ、より効率的かつ

効果的な国民への提供の在り方を

検討するものとする。 
 
 
 
なお、製造等にあたっては、情

報管理を徹底するとともに、各官

庁が円滑に政策を実行できるよ

４．官報、法令全書等の提供等 
官報、法令全書、国会用製品等

については、各官庁が円滑に政策

を実行できるよう、官報等の公開

前情報について、情報セキュリテ

ィ・マネジメント・システム（Ｉ

ＳＭＳ）の運用・認証の継続を行

うこと等により情報管理を徹底し

つつ、国の要請に柔軟に対応し、

迅速かつ確実な製造を行います。 
なお、国内外の緊急時や大地震

の発生等における緊急官報の製

造・発行について、迅速かつ確実

 
○情報管理の徹底状況 
 
 
 
 
 
 
 
○迅速かつ確実な製造の状

況 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

・ 情報セキュリティ・マネジメント・

システム（ＩＳＭＳ）の運用・認証の

継続を進めた。 

・ 関係職員へインサイダー取引規制に

関する研修を実施するとともに、官報

販売所等を対象としてインサイダー情

報管理についての周知及び再確認を行

った。 

・ 迅速かつ確実な製造を求められる特

別号外（通常発行以外の官報号外）及

び緊急官報（原稿入稿日に発行・掲示

が求められた特別号外）の製造実績は

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

官報については、法律、政

令、条約等の公布を始めとし

て、国の機関としての諸報告

や資料を掲載するという重

要な役割を果たすため、情報

管理を徹底しつつ、日々迅速

かつ確実な製造を行ってい

る。 

その中で、特別号外の発

行・掲示については、平成 26

年度は平成 25 年度と比較し

＜評価の視点＞ 

 情報管理を徹底しつつ、迅速かつ確実な製造

を行ったか。 

 官報について、緊急時の要請に適切かつ確実

に対応できる体制の確保や電子的手段による

提供の推進が適切に行われたか。 

  

＜評価に至った理由＞ 

 各製品については、情報セキュリティ・マネ

ジメント・システム（ＩＳＭＳ）（注）認証を

継続し、インサイダー取引規制に関する研修を

実施するなど、情報管理の徹底に努めている。

官報については、通常発行分はもとより、対前



54 
 

う、その要請への柔軟な対応に努

めるほか、官報原稿の電子入稿の

推進及び訂正記事箇所数の引下げ

に努めるものとする。 

に行うとともに、国会用製品等の

製造についても、緊急の要請に適

切かつ確実に対応できる体制を確

保します。 
官報については、内閣府と連携

し、官報の電子的手段による提供

の推進として、インターネット版

官報における法律、政令等の公開

期間を拡大するなどの取組を行い

ます。 
また、引き続き、関係省庁等に

対し更なる電子入稿の協力要請を

行うなど、訂正記事箇所数の削減

に取り組み、訂正記事箇所数が、

前中期目標期間までの実績平均値

（１００ページ当たり）を１００

とした相対比率について、本中期

目標期間中の実績平均値が１００

以下となるよう取り組みます。 
注）ＩＳＭＳ（情報セキュリティ・

マネジメント・システム） 
情報の流出・紛失を防ぎ、適

切に管理するために構築する総

括的な枠組み（日本情報経済社

会推進協会が認定）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○緊急時の要請に迅速かつ

確実に対応できる体制の

確保状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○官報の電子的手段による

提供の推進への取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以下のとおり。 

 25年度

実績 

26年度

実績 

特別号外 

（通常発行以外

の官報） 

24件 36件 

うち、原稿入稿日

に発行・掲示が求

められたもの 

9件 7件 

 

・ 緊急時においても、迅速かつ確実に

緊急官報の製造・発行・掲示を行うた

め、内閣府、東京工場等が連携し、特

別号外（緊急官報）の製造訓練を実施

した。 

・ 東京工場編集分室においては、編集

分室内緊急官報製造訓練を毎月実施し

たほか、メインシステムを切り替え、

入稿から印刷まで一貫した製造を行う

官報製造訓練を実施した。 

・ 内閣府及び内閣官房との意見交換を

通じて、官報ＢＣＰに関する共通認識

を深めた。また、災害時における国立

印刷局の業務が、内閣府本府業務継続

計画中に位置付けられた（平成 26 年

度）。 

・ ＩＴ戦略本部により決定された「イ

ンターネット官報の無料公開」（公開期

間の拡大）の対処方針を受け、法律、

政令等については、従来の直近 30日間

分に加え、平成 15 年 7 月 15 日以降の

提供を開始した（平成 25年度）。 

・ インターネット版官報の公開期間の

拡大に合わせ、個人情報に配慮し、告

示、公告等については、直近 30日分の

画像データを公開する対応を図った

（平成 25年度）。 

・ 国立印刷局ホームページに、インタ

ーネット版官報のバックアップとし

て、新たに「本日の官報」のページを

設けた（平成 26年度）。 

・ サーバ室内に急激な室温上昇がみら

て 1.5倍となったが、全て掲

示すべき時間までに製造し、

確実に掲示している。 

また、内閣府本府の業務継

続計画において、緊急時や大

震災の発生等における国立

印刷局の業務等が位置付け

られ、災害時等における、官

報製造体制の構築が図られ

た。 

インターネット版官報の

公開期間の拡大を図り、ユー

ザーの利便性向上を図った

こと、また、それに合わせて

個人情報に配慮した対応を

行ったことは評価できる。 

平成 26 年度に発生した、

サーバ室内の急激な室温上

昇によりインターネット版

官報等の提供を一時的に停

止させた事象については、対

応策として温度検知センサ

ーを設置する等、早期に是正

措置や対策等を講じたもの

の、サーバの管理等に改善の

余地が見られたことから、官

報情報を提供している重要

性を再認識し再発防止に努

めていく。 

なお、訂正記事箇所数につ

いて、本中期目標期間中の実

績平均値は 77 となり、目標

（100以下）を達成した。  

 

以上のことから、官報、法

令全書等の提供等の取組及

び数値目標を達成したこと

を総合的に判断し、「Ｂ」と

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

年度比 5割増となった特別号外の発行・掲示に

ついても、すべて所定の時間内に掲示を行い、

迅速かつ確実な製造が行われるとともに、訂正

記事箇所数の削減についても、本中期目標期間

中の各年度において数値目標を達成した。 

 平成 26 年度に、ホームページを通じて情報

を配信しているインターネット版官報及び官

報情報検索サービスにおいて、サーバ室内の室

温が上昇しシステムを一時的に停止させる事

象が生じた。 

 緊急時における対応については、内閣府や東

京都官報販売所と連携した緊急官報の製造訓

練の実施に加え、内閣府業務継続計画に、災害

時において国立印刷局の庁舎が使用不能とな

った場合の対処方針が明記された。 

 また、平成 26 年度においては、電子的手段

の提供の推進への取組として、国立印刷局ホー

ムページに「本日の官報」のページを設け、当

日分の官報記事へのアクセスを容易にした。 

官報に掲載される情報提供のあり方につい

ては、政府の方針（「情報通信技術利活用のた

めの規制・制度改革に係る対処方針（平成 23

年 8月：高度情報通信ネットワーク社会推進本

部）」）を踏まえ、インターネット版官報の無料

公開期間を拡大した。 

 インターネット版官報等の一時配信停止に

ついては、配信システム自体に問題があったわ

けではなく、また、システム全体を保護するた

めの予防措置としてやむを得なかったものと

考えられることから、これ以外の取組が十分に

行われていることを踏まえ、中期目標における

所期の目標を達成しているとしてＢとしたも

の。 

 

(注)情報セキュリティ・マネジメント・システム（Ｉ

ＳＭＳ） 

情報の流出・紛失を防ぎ、適切に管理するために

構築する総括的な枠組（日本情報経済社会推進協会

が認定）を指す。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
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○訂正記事箇所数の削減へ

の取組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○情報管理を徹底しつつ、迅

速かつ確実な製造を行っ

ているか。 
○非常時の対応を想定した

作業体制の確保に努めて

いるか。 
○電子化の流れも踏まえ、効

率的かつ効果的な国民へ

の情報提供に努めている

か。 
○訂正記事箇所数の削減に

努め正確かつ確実な官報

の発行に努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 

れたことから、インターネット版官報

及び官報情報検索サービスの提供を一

時的に停止させた。対応策として温度

検知センサーを設置する等、物的対策

を講じるとともに、システム管理機能

の強化等について検討を行った（平成

26年度）。 

・ 官報の訂正記事箇所数の削減を目的

として情報連絡会を開催し、正誤発生

の原因分析、再発防止策等を検討した。 

・ 訂正記事箇所数は、第 1 期・第 2 期

の実績平均値（100 ページ当たり）を

100 とした相対比率について、本中期

目標期間中の実績平均値は 77 となっ

た。 

区 分 
25年度 

実績 

26年

度 

実績 

本中期 

目標期

間 

実績平

均 

目 標 

官報訂正 

記事箇所

数 

0.30 0.36 0.33 0.43 

相対比率 70 84 77 
100以

下 
 

特になし。 

 
 官報については、より迅速かつ確実な製造を

行うため、電子入稿の拡大に向けた取組を強化

していく必要がある。また、官報の訂正記事箇

所数については、目標を達成したものの、前年

度の件数を上回る結果となっているため、個々

の事例について要因分析を行い、再発防止策を

講じることにより、削減に努める必要がある。 

 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算、収支計画、資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

（参考） 

事業別営業収支率 

  （セキュリティ製品事業）110％ 

（情報製品事業）133％ 

（セキュリティ製品事業）109％ 

（情報製品事業）111％ 

   本中期目標期間実績平均値 

（セキュリティ製品事業）110％ 

（情報製品事業）121％ 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 

  印刷局は、標準原価計算方式によ

る原価管理について、差異分析結果

を適切に反映させるなど、収支を的

確に把握しつつ、業務運営の更なる

効率化に努め、本中期目標期間内に

ついても採算性の確保を図るもの

とする。 
また、事業全体について、上記

「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事

項」で設定する指標を用いて、本中

期目標期間の具体的な目標を設定

し、その確実な実施に努めるものと

する。 
 
 
 
 
 

  これらを通じて、経営環境の変化

等で銀行券等の製造数量が急速に

落ち込んだ場合などにおいても、円

Ⅲ．予算、収支計画、資金計画 
業務運営の効率化に関する目標

を踏まえた中期計画の予算、収支計

画及び資金計画を作成します。 
業務の効率化を進め、事業別管理

を行うことにより、事業別の収支を

的確に把握し、採算性の確保を図り

ます。 
また、事業全体についての経営指

標として「経常収支率」を選定し、

また、新たに更なる効率化を表わす

指標として「売上高販管費率」を選

定することにより、本中期目標期間

中、経営環境の変化等で銀行券等の

製造数量が急速に落ち込んだ場合

にも十分対応できる健全な財務内

容の維持・改善に取り組みます（Ⅰ．

１．（１）「経費削減に向けた取組」

参照）。 
さらに、財務内容について、偽造

防止上の観点や受注条件に影響を

及ぼさないよう配意しつつ、民間企

 
○事業別管理と収支の的確

な把握の状況 
 
 
 
○事業別営業収支率 
 
 
 
 
○民間企業と同等の財務内

容の情報開示状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○事業別管理を行うことに

より事業別収支を的確に

把握し、採算性の確保が

図られているか。 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ ＥＲＰによる出荷情報

や原価情報を基に、セキュ

リティ製品事業及び情報

製品事業の事業ごとの収

支の的確な把握に努めた。 

・ 本中期目標期間における

事業別の営業収支率は、セ

キュリティ製品事業が

110％、情報製品事業が

121％となった。 

・ 民間企業と同等の財務内

容の情報開示状況を公表

しており、財務諸表につい

ては、官報及び国立印刷局

ホームページにより公表

した。 

・ 業務運営の効率化に努め

た結果、本中期目標期間に

お け る 当 期 総 利 益 は

15,227百万円となり、生じ

た利益については全額通

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

事業別収支については、情

報製品事業において、虎の門

工場の印刷機能の滝野川工

場への移転に伴う減価償却

費の増加もあったが、修繕費

等の削減により、両事業とも

に 100％以上を達成したこと

は評価できる。 

また、官報及び国立印刷局

ホームページにおいて、適切

に財務情報の開示を行って

いる。 

 

以上のことから、的確な事

業別管理を行った結果、採算

性の確保が図られたこと等

を踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

＜評価の視点＞ 

 事業別管理を行うことにより、事業別の収支を的確に把

握し、採算性の確保が図られたか。 

 民間企業と同等の財務内容の情報開示を行ったか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 ＥＲＰ（注）システムの活用により事業別に収支を管理

し、経費の削減等に取り組んだ結果、本中期目標期間にお

ける事業別の営業収支率の平均値は、セキュリティ製品事

業（110%）及び情報製品事業(121%)となり、ともに目標

（100％）を超える水準となった。 

 財務内容についてはホームページ等を通じて、民間企業

と同等の情報開示を行っていると認められる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 

 

(注)ＥＲＰ 

Enterprise Resource Planning の略で、企業全体の経営資源

を有効かつ総合的に計画・管理し、経営の効率化を図るための

手法・概念を指す。 



57 
 

滑な業務運営が行えるよう財務体

質の強化を図るものとする。 
  さらに、財務内容について、引き

続き、偽造防止上の観点や受注条件

に影響を及ぼさないよう配意しつ

つ、でき得る限り民間企業で行われ

ているものと同等の内容の情報開

示を行うものとする。 

業で行われているものと同等の内

容の情報開示を行います。 
本中期目標期間の予算、収支計

画、資金計画は、以下のとおりです。

（別紙参照） 
なお、人件費は、退職手当等を含

んでおり、このうち、役員報酬並び

に職員基本給、職員諸手当、超過勤

務手当及び休職者給与に相当する

費用として、本中期目標期間中総額

１３８，４８８百万円の支出を見込

んでいます。 
 

常の積立金として整理し、

法令に従い 4,973百万円を

国庫納付する予定である。 

 

 
４．その他参考情報 
国立印刷局は、運営費交付金等の受領を前提としない独立採算を基本とした業務運営を行っており、製造計画を確実に達成するとともに、業務運営の効率化に努めた結果、本中期目標期間の当期純利

益は 15,227百万円（対本中期計画比 5,773百万円増）となった。主な増加要因は、中期計画策定時において、財政再計算に伴い生じた整理資源負担金の引当差額の一括収益処理（2,712百万円）を見込

んでいなかったことにより特別利益が増加したものである。 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 － 
 － Ⅳ．短期借入金の限度額 

予見し難い事由により緊急に短

期借入する限度額は、２００億円と

します。 
注）限度額の考え方 

事業運営に必要な運転資金額と

して年間売上高の３か月分を見込

んでいます。 
 

 
○短期借入れの状況 
 
＜評価の視点＞ 
 特になし。 

＜主要な業務実績＞ 

 

該当はなかった。 

 

＜評定と根拠＞ 評定：－ 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

 
 

－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 －  

以下の保有資産について、不要財

産として処分を行います。 
・ 札幌政府刊行物サービス・セン

ター、仙台政府刊行物サービス・

センター、名古屋政府刊行物サー

ビス・センター、大阪政府刊行物

サービス・センター、広島政府刊

行物サービス・センター、福岡政

府刊行物サービス・センター及び

沖縄政府刊行物サービス・センタ

ーの建物等については、平成 25
年度中に現物を国庫納付します。 

・ 霞が関政府刊行物サービス・セ

ンター及び大手町政府刊行物サー

ビス・センターについては、平成

26 年度末までに現物を国庫納付

します。 
・ 前中期目標期間に移譲すること

とした東京病院の敷地について

は、平成 25 年度中に速やかに現物

を国庫納付します。また、建物等

の譲渡収入については、国庫納付

 
○不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財

産の処分の状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○組織の見直し及び保有資

産の見直しの結果、不要資

産が生ずる場合、適切な処

分が行われているか。 
 

＜主要な業務実績＞ 

・ 組織の見直し及び保有資

産の見直しにより不要財産

の処分を積極的に進め、現

物（15,146百万円）及び譲

渡収入（1,552 百万円）に

ついて、国庫納付を行った。 

・ 現物納付については、以

下のとおり、国庫納付を行

った。 

政府刊行物サービス・セ

ンター（平成 25 年度：

11,022百万円） 

東京病院（平成 25年度：

3,357百万円） 

旧松山倉庫（平成 26 年

度：240百万円） 

旧高知倉庫（平成 26 年

度：397百万円） 

西ヶ原第 2敷地（平成 26

年度：130百万円） 

・ 譲渡収入については、以

下のとおり、国庫納付を行

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

平成 24 年度に廃止した政

府刊行物サービス・センター

の建物等については、管轄財

務事務所等との協議を計画

的に進めたことにより、平成

26 年度末までに国庫納付を

予定していた霞が関及び大

手町の各政府刊行物サービ

ス・センターを含め、平成 25

年度に全て現物による国庫

納付を完了した。 

旧松山倉庫及び旧高知倉

庫は、計画的に適切な処分を

行い、西ヶ原第 2敷地につい

ては、長期にわたり隣地所有

者の越境物の整理に係る協

議を重ねるなど、着実に整理

を進めた結果、国庫納付に係

る所要の手続を円滑に進め

国庫に貢献したことは評価

できる。 

＜評価の視点＞ 

 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に

ついて、適切な処分（検討を含む）が行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 不要財産については、全て適切に国庫納付を行ってお

り、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 保有資産については、引き続き、不断の見直しを行って

いく必要がある。 
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までの間に発生する敷地貸付料収

入を含め、平成 25 年度中に速やか

に国庫納付します。 
・旧日原倉庫の建物等については、

平成 25 年度中に売却し、その譲渡

収入を国庫納付します。 
 

った。 

東京病院（平成 25年度） 

旧日原倉庫（平成 25 年

度） 

小田原工場の一部（平成

25・26年度：5年間の分納

の一部） 

東京工場編集分室（交換

差金）（平成 26 年度：1 百

万円） 

・ 静岡市に対して児童クラ

ブの建物の敷地として貸

し付けていた静岡敷地に

ついては、国庫納付に向け

た処分計画の策定を行っ

た。また、再開発事業地域

となっている淀橋宿舎に

ついては、再開発スケジュ

ールを踏まえ、平成 28年 3

月での廃止に向けた準備

を進めた。 

東京病院については、建物

等の譲渡に当たり、相手先に

対し事業用定期借地権を設

定した当該敷地について、現

物による国庫納付を行った。

また、国庫納付までの敷地賃

貸収入（譲渡収入）について

国庫納付を行った。 

平成 24 年度に廃止した旧

日原倉庫の建物等について

は、賃貸借契約を締結してい

た当該敷地の所有者に有償

譲渡し、譲渡収入について国

庫納付を行った。 

平成 23 年度に譲渡した小

田原工場（一部）の譲渡収入

額について国庫納付を行っ

た。 

東京工場編集分室の交換

資産額の差額については、今

後の業務の用に供する見込

みがなかったことから、国庫

納付に係る所要の手続を円

滑に進め国庫に貢献したこ

とは評価できる。 

静岡敷地については、処分

計画を策定し、現物による国

庫納付の実現に向け、関係部

局等との協議を計画的に進

めている。 

 

以上のことから、保有資産

の見直しにより、不要資産の

処分を積極的に進めるとと

もに、国庫納付を行い国庫に

貢献したことを踏まえ、「Ｂ」

と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

今後も資産債務改革の趣

旨を踏まえ、不断の見直しを
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進めることとする。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－４ Ⅲ－３に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 －  

Ⅲ－３に規定する財産以外に、資

産債務改革の趣旨を踏まえ、組織の

見直し及び保有資産の見直しの結

果、遊休資産が生ずる場合、当該遊

休資産について、将来の事業再編や

経営戦略上必要となるものを除き、

処分します。 
 

 
○Ⅲ－３に規定する財産以

外の重要な財産の譲渡等

の状況 
 
 
＜評価の視点＞  
○組織の見直し及び保有資

産の見直しの結果、遊休

資産が生ずる場合、適切

な処分が行われている

か。 
 

＜主要な業務実績＞ 

・ 東京工場編集分室のさい

たま新都心合同庁舎 1 号館

から 2 号館への移転に伴

い、同分室に係る建物等を

国（関東財務局）の財産と

交換した。 

認可日 

平成 26年 8月 5日 

財務大臣認可 

資産交換日 

平成 26年 9月 12日 

実施 

・ 虎の門工場敷地（虎の門

工場敷地及び本局敷地）に

ついては、虎ノ門二丁目地

区における再開発事業に

おいて、都市計画が東京都

都市計画審議会により決

定され、再開発事業の施行

及び権利変換計画が東京

都により認可された。 

平成 26 年度における主

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

東京工場編集分室に係る

建物等の資産交換に当たっ

ては、国（関東財務局）との

所要の手続を円滑に進め、遅

滞なく譲渡（資産交換）を行

ったことは評価できる。 
虎の門工場敷地（虎の門工

場敷地及び本局敷地）につい

ては、再開発事業におけるス

ケジュールどおり権利変換

を行ったことは評価できる。 
 

以上のことから、重要な財

産の譲渡（資産交換及び権利

変換）について、遅滞なく適

切な処理を行ったことを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

今後も資産債務改革の趣

旨を踏まえ、不断の見直しを

＜評価の視点＞ 

 不要財産以外の重要な財産について、適切な処分（検討

を含む）が行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 国の要請に基づき、業務運営上支障を来さないことを確

認したうえで、東京工場編集分室に係る建物等を国の財産

と交換した。また、虎の門工場敷地については、東京都か

ら「再開発事業の施行及び権利変換計画」の認可を受ける

など、着実な進展が見られた。 

以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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な進捗状況は、以下のとお

りである。 

都市計画決定告示  

平成 26年 6月 16日 

再開発事業施行認可  

平成 26年 7月 15日 

権利変換計画認可   

平成 27年 2月 12日 

権利変換期日     

平成 27年 3月 5日 

 

進めることとする。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－５ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 － 
 － Ⅶ．剰余金の使途 

施設、設備関連（研究開発や環境

保全関連を含む。）の更新・拡充な

ど業務運営に必要なものに充当し

ます。 
 

 
○剰余金の使途の状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
 特になし。 

＜主要な業務実績＞ 

該当はなかった。 

 

＜評定と根拠＞  

評定：－ 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 
 

－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－１ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

研修コース数 24件 ― 26件 29件     

受講者数 800件 ― 1,026件 959件  

国内外の大学・研究機関等

への派遣 

10名 ― 15名 12名  

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 １．人事に関する計画 

  印刷局は、業務運営の効率化及び

業務の質の向上に関する目標の達

成を図るため、職員の資質の向上の

ための研修及び確実かつ効率的な

業務処理に則した人事に関する計

画を定め、それを着実に実施するも

のとする。 
 なお、個々の職員が誇りと使命感

を持ち、高い職業意識の中で職務を

遂行することができるよう、努める

ものとする。 

１．人事に関する計画 
（１）人材の効果的な活用 
優秀な人材を確保するとともに、

職員の資質向上のための研修など

を通じて計画的な人材育成を行い、

適材適所の人事配置を推進します。 
なお、個々の職員が誇りと使命感

を持ち、高い職業意識の中で職務を

遂行することができるよう努めま

す。 
 
（２）研修計画 
国内外の大学などへの派遣を含

め、専門的知識の付与、技術・技能

の向上等、職員のより一層の資質向

上のための研修計画を策定し着実

に実施します。 
本中期目標期間中の目標につい

ては、以下のとおりとします。 
① 研修 研修コース数        

年平均２４件以上 

 
 
 
 
○人材確保の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

・ 国立印刷局ホームページ

の採用情報において、一般、

中堅、管理職の各職員によ

るメッセージを発信する等

内容の見直しを行った。 

・ 工場における技能職の大

卒採用試験を早期に実施し

た。 

・ 就職情報サイトへの登録

の早期化や、育児休業を経

験した女性監督者等を起用

し、仕事と家庭の両立を推

進していることを紹介する

等内容の見直しを行った。  

・ 女子学生向けの企業説明

会や選考時の採用面接官に

女性を起用した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

確かなものづくりを継続

していくためには、国立印刷

局の使命の下、進取の気鋭を

持った人材の確保が不可欠

であることから、各種取組に

より、国立印刷局の将来を担

っていく意欲と志のある優

秀な人材の確保に努めると

ともに、政府の方針等に基づ

く女性の積極的採用を推進

している。 

研修については、国立印刷

局の使命を理解し、高い職業

意識の中で職務を遂行でき

るよう、「自ら考え行動でき

る人材づくり」を基本とした

研修計画を各年度において

策定し、当該計画に基づいた

各研修の実施を通じて人材

＜評価の視点＞ 

 人材の効果的な活用や、計画的な人材の育成が適切に

行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 人材の効果的な活用については、採用選考への応募者

の拡大を図るための各種工夫を通じて人材の確保に努め

たほか、将来を担う人材の育成についても、計画的な研

修の実施等により、研修コース数、受講者数及び国内外

の大学・研究機関等への派遣については、本中期目標期

間における各年度において全て数値目標を達成した。ま

た、平成 25年度に研究所職員１名が、長年にわたり日本

銀行券の真偽鑑定や偽造防止技術の研究等に従事し、国

の通貨制度の安定に貢献したとして「第 26回人事院総裁

賞」を受賞したほか、平成 26年度においては職員 5 名が、

優れた創意工夫によって職域における科学技術の進歩又

は改良に寄与したとして「科学技術分野の文部科学大臣

表彰創意工夫功労者賞」を授与され、人材育成の成果が

認められた。 

 研修の受講者数については、本中期目標期間を通じて

目標を大幅に上回る成果が認められるため高く評価する
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対象者数           
年平均８００名以上 

②  派遣（国内外の大学・研究機

関等） 年平均１０名以上 
 

○研修計画の策定状況 
○計画的な人材育成の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○適材適所の人事配置の状

況 
 
 
 
 
 
 
○研修計画の実施状況 
○研修コース数 
○研修受講者数 
○国内外の大学・研究機関

等への派遣者数 
 
 
＜評価の視点＞ 
○優秀な人材を確保すると

ともに、研修などを通じ

て計画的な人材育成を行

い、適材適所の人事配置

・ 各年度「職員研修方針及

び中央研修計画」を策定し、

当該計画に基づく各研修を

実施した。 

・ 技術系研修において、新

たに「専門技術コース」（紙

料調製技術と品質）（抄造技

術と品質）を開講した（平

成 26年度）。 

・ 職員個人又はサークルに

よる業務改善活動（平成 25

年度：128件、平成 26年度：

129件）を推進した。 

・ 研究所の職員が、「第 26

回人事院総裁賞」を授与さ

れた（平成 25年度）。 

・ 職員 5 名が、「平成 26 年

度科学技術分野の文部科学

大臣表彰創意工夫功労者

賞」を授与された（平成 26

年度）。 

・ 上司と部下の直接的な対

話を通じた、将来の人材育

成を考慮した適材適所の人

事配置等を行った。 

・ 国の方針等を踏まえ、管

理監督者への女性の登用を

見据えた人事配置を行っ

た。 

・ 各年度、中央研修計画に

基づき、研修センター等で

実施した研修のコース数・

受講者数は以下とおりであ

った。 

区 

分 

25年

度 

実績 

26

年

度 

実

績 

本

中

期

目

標

期

間

目 

標 

育成を推進しており、研修コ

ース数、受講者数、いずれも

目標を達成した。また、国内

外の大学・研究機関等への派

遣者数についても目標を達

成した。 

業務改善活動を推進し、職

員の業務改善に関する意識

の向上に努めた。また、他機

関においても有効な案件は

普及を図るとともに、巡回発

表会を開催して広く浸透さ

せた。 

平成元年以来、24年ぶり 2

人目の受賞となる人事院総

裁賞を授与されたことは、長

年にわたる銀行券の真偽鑑

定や偽造防止技術の研究等

が、偽造犯罪の拡大防止な

ど、国の通貨制度の安定に貢

献したものと高く評価でき

る。 

文部科学大臣表彰創意工

夫功労者賞を授与されたこ

とは、優れた創意工夫によ

り、職域における技術の改善

向上に貢献したものと評価

できる。 

 

以上のことから、人事に関

する計画に係る取組を総合

的に判断し、「Ｂ」と評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

ところであるが、本項目は、研修計画のみならず、人事

全般の取組を通じて業務運営の効率化及び業務の質の向

上を図ることを目的としていることを踏まえ、中期目標

における所期の目標を達成しているとしてＢとしたも

の。 
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に取り組んでいるか。 実

績

平

均 

コ

ー

ス

数 

26件 
29

件 

28

件 

24

件 

受

講

者

数 

1,026

名 

959

名 

993

名 

800

名 

・ 国内外の大学・研究機関

等への派遣は以下のとおり

であった。 

区 

分 

25

年

度 

実

績 

26

年

度 

実

績 

本中

期目

標期

間実

績平

均 

目 

標 

派

遣

者

数 

15

名 

12

名 
14名 

10

名  

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－２ 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ２．施設、設備に関する計画 

  印刷局は、銀行券及びその他の製

品の製造を確実かつ効率的に行う

ために必要な高機能設備の導入及

び更新等に関する計画を定め、実施

するものとする。 
 
 
 
 
 
計画の実施に際しては、投資効果

及び投資の妥当性等について厳格

な事前審査を実施するとともに、審

査結果に基づき必要な計画の見直

しを行うなど、効果的かつ効率的な

施設整備に努めるものとする。ま

た、審査結果等を踏まえた投資状況

については、偽造防止上の観点に配

意しつつ、情報開示に努めるものと

する。 

２．施設、設備に関する計画 
本中期目標期間においては、今後

の事業全体の収支見込等を勘案し

た上で、銀行券及びその他の製品の

確実かつ効率的な製造に必要な設

備の更新（高機能設備への更新を含

む。）、次期改刷に向けた研究開発に

必要な投資並びに虎の門工場印刷

機能の滝野川工場敷地内への移転

に伴う施設整備を主体とした計画

を策定し、着実に実施します。 
計画の実施に際しては、１件１億

円以上の重要案件を対象として、投

資目的、投資効果、設計仕様、調達

方法の妥当性等について、必要な都

度、理事及び本局各部長をメンバー

とする「設備投資及び調達委員会」

において厳格な事前審査を実施し

た上で理事会に諮るとともに、実施

後においては、設備投資の進捗状況

を把握し必要に応じて計画の見直

しを行うなど、ＰＤＣＡサイクルに

よる適切なマネジメントを行うこ

 
○投資の必要性や事業全体

の収支を勘案した設備投

資計画の策定及び実施状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ 設備投資計画は、中期計

画の施設、設備に関する計

画を基本としつつ、仕様、

価格、実施時期、費用対効

果を検討するとともに、今

後のキャッシュ・フローや

損益に与える影響を勘案

し、策定した。 
本中期目標期間において

は、設備投資計画額 35,403

百万円に対し、実績額は

32,061百万円となった。 
・ 本中期目標期間に受入を

行った主な施設及び設備

は、以下のとおりである。 

オフセット輪転印刷機等

の更新（東京工場） 

情報製品棟・新証券棟新

築（東京工場） 

抄紙機、銀行券精裁機の

更新（小田原工場） 

官報システム更新（東京

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 本中期目標期間において

は、設備投資計画額 35,403

百万円に対し、実績額は

32,061 百万円となり、▲

3,342 百万円の差額が発生し

た。この主な要因は、新築予

定の製版設備建屋の事前工

事等について、導入予定の製

版設備への新技術反映の可

否等の見極めに時間を要し

たこと等による受入年度の

変更等（▲1,005 百万円）及

びその他の案件における追

加、変更等（▲2,337百万円）

である。 

設備投資に当たっては、理

事及び本局各部長をメンバ

ーとする設備投資及び調達

委員会において、1 件 1 億円

以上の重要案件を対象に費

用対効果等を勘案した上で、

＜評価の視点＞ 

 設備投資計画を策定し着実に実施したか。また、投資後

におけるＰＤＣＡサイクルによるマネジメントが適切に

行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 設備投資については、仕様の見直しによる受入時期の変

更等により、計画（354 億円）に対し実績（321 億円）が

△33 億円となった。また、ＰＤＣＡサイクルによるマネ

ジメントについては、設備投資及び調達委員会における審

議に加え、所管部局による活用状況の検証、経営に関する

検討会における検証結果の審議を行い、翌年度の計画に反

映しており、事前・中間・事後の各段階で実施されている

ものと認められる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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とにより、効率的かつ効果的な施設

整備に取り組みます。また、審査結

果や投資状況については、偽造防止

上の観点に配意しつつ、業務実績報

告書や評価を行う機関に提出する

参考資料において情報開示に取り

組みます。 
本中期目標期間の施設、設備に関

する計画は、以下のとおりです。（別

紙参照） 

 
 
 
○「設備投資及び調達委員

会」の事前審査の実施状

況 
○必要に応じた計画の見直

しの状況 
○事前審査結果及び投資状

況の情報開示への取組状

況 
○ＰＤＣＡサイクルによる

適切なマネジメントの実

施状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○設備投資計画は着実に実

施されているか。 
○ＰＤＣＡサイクルによる

適切なマネジメントは行

われているか。 
 

工場） 

銀行券検査仕上機更新

（小田原工場、彦根工場） 

・ 設備投資及び調達委員会

において、1 件 1 億円以上

の重要案件を対象に事前

審査を行い、必要に応じ、

計画内容を見直しつつ効

果的な投資を行った。 
 
 
・ 設備投資の進捗状況を把

握し、当初計画と実績とを

比較・検証した。 

価格の妥当性やスケジュー

ルなどを検討し、必要に応じ

て計画内容を見直しつつ効

果的な投資を実施した。 

また、設備投資の進捗状況

を把握することで、当初計画

と実績とを比較・検証し、改

善点を見いだすとともに、そ

の後の投資に反映すること

により、効率的かつ効果的な

投資の実施及び今後の設備

投資計画の策定に役立てた。 

さらに、事前の計画策定段

階、中間の実施段階、事後の

実績評価の各段階で、客観

的・明示的な意思決定プロセ

スに基づき検証を実施した

結果、効率的かつ効果的な施

設整備を実行した。 

 

以上のことから、受入年度

の変更等の要因により、計画

と実績の乖離はあるものの、

計画の実行に際し、計画内容

の精査及び進捗管理を確実

に行い、効果的な設備投資に

向けて取り組んだことを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 

 
＜課題と対応＞ 
今後の設備投資計画の実

行に当たっては、中長期的な

事業損益等の見通しを踏ま

え、引き続き必要性の精査や

費用対効果の検証を行って

いく。 

 
４．その他参考情報 
本中期目標期間の施設、設備に関する計画については、情報製品棟・新証券棟新築、抄紙機更新、官報システム更新など、当初の計画案件を着実に実施した。 

なお、製版設備建屋の事前工事等について、導入予定設備の仕様の見極めに時間を要したこと等により、受入年度が遅れたこと等が要因で、中期計画に対して約 33 億円の減少となっているが、設備

投資の進捗状況を踏まえ、計画段階や実施段階等での精査、検証を行い、効果的な設備投資を実施した。 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－３ 職場環境の整備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 

（参考） 

達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

重大災害 0件 ― 0件 0件     

障害が残る災害 0件 ― 0件 0件  

休業４日以上の労働災害  3件以下 ― 1件 4件  

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 ３．職場環境の整備に関する計画 

  職員の安全と健康の確保は、効率

的かつ効果的な業務運営の基礎を

なすものである。このため印刷局

は、安全衛生関係の法令を遵守する

のみならず、安全で働きやすい職場

環境を整備するための計画を定め、

それを着実に実施するものとする。 

３．職場環境の整備に関する計画 
職員の安全と健康を確保するた

め、安全衛生関係法令を遵守し、安

全活動の一層の推進、健康管理の充

実など、安全で働きやすい職場環境

を整備するための計画を策定し着

実に実施します。 
（１）労働安全の保持  
安全衛生教育等を通じて労働災

害につながる危険・有害要因の排除

に取り組み、労働災害の発生を防止

し、安全で快適な職場環境づくりに

取り組みます。 
（２）健康管理の充実 
今後の職員の高齢化などを踏ま

え、健康診断及び特別検診などの結

果に基づく有所見者への健康指

導・教育などのフォローアップを行

います。 
また、職員の心身両面の健康管理

の充実を図るため、メンタルヘルス

 
○職場環境の整備に関する

計画の策定及び実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 

・ 「国立印刷局安全衛生管

理計画（第 3 期）」に基づ

き、各年度における「国立

印刷局安全衛生管理計画」

を策定し、安全衛生教育、

リスクアセスメント及び

メンタルヘルス対策を重

点課題として取り組んだ。 

・ 「休業 4日以上の労働災

害」について、平成 25 年

度に 1 件、平成 26 年度に

4件発生した。 

・ 労働災害の発生工場にお

いて、その都度、発生状況、

発生原因及び再発防止策

を災害事例として取りま

とめ、安全衛生委員会で審

議したほか、災害事例につ

いては、本局を通じて他の

機関にも情報を共有し、当

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 各年度において、当該各年

度の「安全衛生管理計画」に

基づき、職員の安全の確保に

取り組んだものの、労働災害

が発生した。「国立印刷局安

全衛生管理計画（第 3 期）」

における目標のうち、「重大

災害ゼロ」及び「障害が残る

災害ゼロ」については、各年

度において該当する労働災

害の発生はなく、いずれも目

標を達成した。 

一方、「休業 4 日以上の労

働災害 3件以下」については、

平成 26 年度において 4 件発

生し、目標を達成することが

できなかった。労働災害につ

いては、発生の都度、発生原

因、再発防止策等を取りまと

＜評価の視点＞ 

 職場環境の整備に関する計画を策定し、労働災害の未然

防止、職員の健康の保持・増進や自己管理意識の向上に取

り組んだか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 職場環境の整備に関する計画については、各年度におい

て「国立印刷局安全衛生管理計画」を策定し、これに基づ

いて安全衛生教育、リスクアセスメント及びメンタルヘル

ス対策を行った。各種研修は、新規採用者から管理監督者

に至る各階層に対して積極的に実施しており、職場の危

険・有害要因の洗い出し及び改善が行われるなどリスクア

セスメントについても着実な取り組みが認められる。 

本中期目標期間中に発生した休業４日以上の労働災害

は５件であり、そのうちの４件は平成 26 年度に発生した

ため、単年度としては目標とした３件を上回ったものの、

期間を通算した件数で見れば目標を達成したものと認め

られる。また、平成 26 年度においては、王子労働基準監

督署による臨検監督の結果、労働安全衛生法等に基づく作

業環境測定の未実施による是正指示等を受けたが、本項目

におけるその他の事項は目標を達成していると認められ
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対策に取り組みます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○安全衛生教育の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該他の機関において職員

に周知することにより類

似災害の発生の防止を図

った。 

・ 労働災害が発生した職場

において、工場管理者によ

る緊急安全点検や危険箇

所の改善状況の確認を行

い、労働災害の再発防止に

取り組んだ。 

・ リスクアセスメントの取

組強化の一環として、設計

段階におけるリスクアセ

スメントを実施した（平成

25年度）。 

・ 外部機関において、対象

職員に法令上の各種研修

を受講させた。 

・ 中央研修において、新任

作業長を対象に労働安全

衛生法第 60 条に基づく職

長教育を実施した。 

・ 各機関において、新規採

用職員、新規採用職員の指

導員、配転者、管理監督者

等各階層に応じた安全衛

生教育を実施した。 

・ 各機関に対し、安全作業

基準の遵守、危険予知活動

の活性化等、安全活動の基

本的な取組の徹底につい

て周知した（平成 26 年

度）。 

・ 全国安全週間、全国労働

衛生週間及び安全強調週

間において、講演会の開

催、安全衛生関連のＤＶＤ

の上映及び安全衛生に関

する冊子を活用し、職員の

安全衛生意識の高揚を図

った。 

めた災害事例を用いて、他の

機関においても注意喚起を

行ったほか、発生職場におけ

る緊急安全点検を実施し、再

発防止を図っている。 

なお、本中期目標期間中に

発生した労働災害のうち、平

成 26 年度に発生した 1 件に

ついては、用務先への通勤途

上において、電車を下車する

際に混雑する車内からホー

ム上に押し出され転倒した

もので、外性的な要因により

惹起された事案である。 

工場における生産活動等

においては、多種類の化学物

質を使用しており、その有害

性は多様であることから、職

員の安全の確保に当たって

は、化学物質の適正な取扱い

と保管が求められる。化学物

質の適正な管理については、

従前から実施しているとこ

ろであるが、平成 26 年度に

おける労働安全衛生法の改

正を受け、平成 28 年 6 月以

降の化学物質リスクアセス

メントの義務化を見据え、健

康障害の防止と関係法令の

遵守に向けた取組を早期に、

かつ、積極的に行ったことは

評価できる。 

平成 26 年度において、労

働基準監督署から是正の指

示等を受けた事案について

は、メンテナンスセンター以

外の各機関における作業環

境測定の実施状況を確認し、

同種事案の再発防止を図っ

ている。 

職員が高い志気を持って

ることから、自己評価において、Ｂとした評定は妥当なも

のと考えられる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 労働災害については、緊急安全点検等を通じて危険箇所

の改善等が図られているところであるが、引き続き、未然

防止に注力することが重要である。 

 



72 
 

○安全活動の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○労働災害の危険要因の排

除への取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 日常の作業において、管

理監督者による安全点検

を実施し、問題点の抽出、

安全対策の検討を行った

ほか、職場体操を実施し

た。 

・ 非定常作業時に、作業手

順や作業工程に潜む危険

のポイントなどを確認す

る作業前ミーティングの

実施を徹底した。 

・ リスクアセスメント等に

より、職場の危険・有害要

因の洗い出し及び改善に

取り組んだ。 

・ 安全作業基準の再確認を

行い、必要に応じて、安全

作業基準の見直しを行っ

た（平成 26年度）。 

・ 高年齢者による労働災害

を防止するため、国立印刷

局における災害事例（50

歳以上）の抽出及び分析、

作業環境の改善等に取り

組んだ。 

・ 化学物質の取扱いに伴う

有害要因に対して、リスク

アセスメントを活用し、危

険・有害要因の洗い出しに

取り組んだ（平成 25 年

度）。 

・ 化学物質を使用する職場

において、化学物質の適切

な保管管理及び保護具の

着用を徹底したほか、作業

環境測定を行うとともに、

当該職場において作業を

行う職員に対し、特別定期

健康診断を実施した。 

・ 労働安全衛生法の一部改

正に伴う化学物質のリス

能力を十分に発揮するため

には、心身ともに健康を維持

して業務に従事することが

重要である。 

健康管理のための取組の

基本である各種健康診断の

受診率は、各機関において計

画的に実施した結果、各年度

100％であった。 

一方、メンタルヘルス対策

については、「心の健康づく

り計画」に基づき継続的に実

施しており、心の健康問題に

より長期間（1 か月以上）休

業した職員に対しては、「職

場復帰支援プログラム」によ

る職場復帰の支援を行って

いる。同プログラムによる支

援の結果、長期休業職員のう

ち、平成 25 年度においては

57％の職員が、平成 26 年度

においては 90％の職員が職

場への復帰を果たしており、

効果的な支援が行われたも

のと認められる。 

 

以上のことから、職場環境

の整備に関する計画につい

ては、平成 26 年度における

「休業 4 日以上の労働災害 3

件以下」の目標の未達成及び

労働基準監督署から是正の

指示等を受けたものの、各年

度において、安全衛生管理計

画に従い、地道に労働安全の

保持等に関する取組を実施

していること、平成 25 年度

においては全ての目標を達

成していること、また、心の

健康問題による長期休業職

員の職場復帰が効果的に行
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○有所見者への健康指導・

教育などのフォローアッ

プの状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クアセスメントの義務化

を見据え、化学物質の管理

に関する規程・リスクアセ

スメントマニュアルの制

定、保管・管理体制の構築、

リスクアセスメントの実

施方法の説明・演習、外部

講師による研修を実施し

た（平成 26年度）。 

・ 各機関における化学物質

の管理状況について、本局

の安全衛生管理部門によ

る安全衛生考査を実施し

た（平成 26年度）。 

・ 本局セキュリティ製品事

業部メンテナンスセンタ

ー（王子工場内）において、

王子労働基準監督署から

作業環境測定の未実施に

係る是正の指示等を受け

た。これに対し、是正措置、

改善等を講じるとともに、

メンテナンスセンター以

外の機関における実施状

況の確認を行った（平成

26年度）。 

・ 定期健康診断のほか、特

定の業務に従事する職員

を対象に年 2 回法定の特

別健康診断を実施した（長

期休養者を除く。）。 

・ 健康診断受診者全員に産

業医による結果説明を行

ったほか、健康診断の有所

見者及び基礎疾患者を対

象に、産業医による面接指

導等を実施した。 

・ 経過管理対象者を対象に

保健師による生活・運動・

栄養に関する保健指導・教

育等のフォローアップを

われていることを踏まえ、

「Ｂ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

 労働災害の防止について

は、平成 26 年度において外

性的要因による事案もあっ

たが、引き続き、目標の達成

はもとより労働災害ゼロに

向け、危険に対する感受性や

集中力、問題解決能力や解決

の実践への意欲を高める危

険予知活動を始めとする安

全意識を高める取組、安全活

動及び安全衛生教育に取り

組む必要がある。 
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○メンタルヘルス対策の実

施状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○安全衛生管理計画を策定

の上、労働安全の保持に

係る取組を実施している

か。 
○健康管理の充実に係る取

組を実施しているか。 

実施した。 

・ 月の時間外労働が 80 時

間以上の職員を対象に、産

業医による面接指導等を

実施したほか、45 時間以

上 80 時間未満の職員を対

象に保健師による保健指

導を実施した。 

・ メンタルヘルスケアの充

実のため、精神科医による

産業医等に対する助言指

導を行った。 

・ 各機関において、カウン

セラーによるカウンセリ

ングを実施した。 

・ 東京工場において、旧虎

の門工場職員の心理面の

ケアを行った（平成 26 年

度）。 

・ 心の健康問題により長期

休業した職員の職場復帰

を円滑に進めるため、「職

場復帰支援の手引き」を活

用し、職員の円滑な職場復

帰に取り組んだ。 

・ 管理監督者が職員の相談

等に適切に対応すること

ができるよう、カウンセラ

ーによるラインケア面談

を実施した（平成 26 年

度）。 

・ メンタルヘルスケアを目

的として、新規採用職員、

再任用職員等に対するセ

ルフケア面談を実施した

（平成 26年度）。 

・ 労働安全衛生法の一部改

正に伴うストレスチェッ

クの義務化を見据え、外部

講演会に参加し、情報収集

を行った（平成 26年度）。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－４ 環境保全に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値等） 

25 

年度 

26 

年度 

27 

年度 

28 

年度 

29 

年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

温室効果ガス排出量の削

減率（％） 

本中期目標期間中の実績平均

値が、平成 13年度と比較し、

20％以上削減 

― 24.7% 26.9%    本中期目標期間実績平均値と平成 13 年度

の比較（削減率）25.8% 

廃棄物排出量削減率（％） 本中期目標期間中の実績平均

値が、前中期目標期間までの

実績平均値と比較し、8％以上

削減 

― 17.0% 17.1% 本中期目標期間中の実績平均値と前中期目

標期間までの実績平均値の比較（削減率）

17.0％ 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 
 ４．環境保全に関する計画 

  印刷局は、製造事業を営む公的主体

として模範となるよう、地球温暖化な

どの環境問題へ積極的に貢献する観

点から、引き続き、ISO14001 認証の

維持及び更新を図るとともに、環境保

全に係る指標設定の検討を行うもの

とする。 

４．環境保全に関する計画 
地球温暖化などの環境問題へ積極

的に貢献するため、引き続き環境保全

と調和の取れた事業活動を遂行すべ

く、温室効果ガス排出量の削減に向け

た環境設備投資、廃棄物等の削減、リ

サイクルの推進、省資源・省エネルギ

ー対策の実施など政府の方針に沿っ

た環境保全に関する計画を策定し着

実に実施します。 
特に、温室効果ガス排出量の削減に

ついては、環境問題における喫緊の課

題であることを踏まえ、引き続き環境

保全に係る指標とし、太陽光発電など

の再生可能エネルギーの導入拡大に

ついての検討や、重油ボイラーの温室

効果ガスの発生が少ない天然ガスボ

イラーへの更新などの取組を通じて、

 

○環境保全に関する計画の

策定及び実施状況  

 

 

 

 

 

 

○温室効果ガス排出量の削

減状況  

 

 

○廃棄物排出量の削減状況  

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・ 「国立印刷局環境保全基本

計画」及び各年度においては

「環境保全計画」を策定し、

温室効果ガス排出量の削減

等、環境保全に関する計画の

推進及び環境マネジメント

システムの運用・維持に取り

組んだ。 

・ 本中期目標期間中の温室効

果ガス排出量の実績平均値

は、平成 13 年度と比較して

25.8％の削減となった。 

・ 本中期目標期間中の廃棄物

排出量の実績平均値は、前中

期目標期間までの実績平均

値と比較して 17.0％の削減

となった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 本中期目標期間中の温室効

果ガス排出量の実績平均値に

ついては、平成 13 年度と比較

して 25.8％の削減となり、目

標（20％以上）を達成したこと

は高く評価できる。 

主な要因は、ボイラーのガス

化や太陽光発電設備の計画的

導入等排出量の削減に向けて

取り組んだこと等によるもの

と考えられる。 

本中期目標期間中の廃棄物

排出量の実績平均値について

は、前中期目標期間までの実績

平均値と比較して17.0％の削

減となり、目標（8％以上）を

＜評価の視点＞ 

 法令や政府の方針に沿った環境保全に関する

計画を策定し、着実に実施しているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 環境マネジメントシステム（注）については、

ＩＳＯ14001認証の維持・更新審査に合格したほ

か、内部環境監査の実施により、法令等の遵守

状況にかかる点検が行われた。さらに、東京工

場において温室効果ガスの削減に資する設備の

導入を図ったこと等により、環境保全に関する

各数値は全て目標を大幅に上回る水準で達成さ

れた。また、平成 25年度に実施された経済産業

省による現地調査の結果、「工場等におけるエネ

ルギーの使用の合理化に関する事業者の判断基

準」の遵守状況等は良好であると判断されてい

る。 

 以上を踏まえると、自己評価においてＡとし
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本中期目標期間中の温室効果ガス排

出量の実績平均値が、平成 13 年度と

比較し、20％以上削減できるよう取

り組みます。 
廃棄物排出量の削減については、廃

棄物の発生の抑制や減量化に取り組

むことにより、本中期目標期間中の廃

棄物排出量の実績平均値が前中期目

標期間までの実績平均値と比較し、

８％以上削減できるよう取り組みま

す。 
また、環境保全活動の継続的改善を

図るため、環境マネジメントシステム

を運用し、ＩＳＯ１４００１認証の維

持・更新や役職員の環境保全意識の向

上を図るとともに、事業活動全般にお

いて環境負荷の低減に取り組みます。 
さらに、引き続き環境報告書を作成

し、環境保全に関する計画に基づく廃

棄物排出量の削減、水使用量の削減な

ど、環境に対する取組について、印刷

局ホームページにおいて公表すると

ともに、国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律に基づいた環

境物品の調達に取り組みます。 
 

○環境マネジメントシステ

ムの運用状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＩＳＯ14001認証の維持及

・ 環境マネジメントシステム

における規格要求事項が適

切に展開されているかにつ

いて、各機関で内部環境監査

を実施した。また、各機関を

対象に環境関連法令の遵守

状況の点検を行った。 

・ 産業廃棄物について、委託

先の施設において処理に立

ち会うとともに、産業廃棄物

管理票により適切に処分さ

れていることを確認した。 
・ ＰＣＢ廃棄物については、

その一部を専用処理施設に

おいて処理するとともに、本

局及び旧虎の門工場保管分

を、関係法令にのっとり東京

工場及び王子工場に移設し

た。 
・ 各種研修において環境マネ

ジメントシステムについて

教育するとともに、内部環境

監査員養成研修を実施した。

また、局内広報誌への環境関

連記事の掲載及び各機関に

おける環境ニュースの発行

を実施した。 
・ 銀行券を始めとした各製品

の製造工程において、化学物

質の使用抑制やリサイクル

等に取り組み、環境に配慮し

た製品の製造を行った。 

・ 「工場等におけるエネルギ

ーの使用の合理化に関する

事業者の判断基準（工場等判

断基準）」の遵守状況等につ

いて、小田原工場及び本局が

経済産業省の現地調査を受

け、良好に遵守していると判

断された（平成 25年度）。 
・ 各銀行券製造工場におい

達成したことは高く評価でき

る。 

主な要因は、平成24年度に実

施した小田原工場における凝

集沈殿槽の老朽化対策により、

平成25年度から減少傾向にあ

ること等によるものと考えら

れる。 

環境マネジメントシステム

の国際規格であるＩＳＯ14001

の認証取得については、職員の

環境保全意識を維持・向上させ

るとともに、各機関が立地する

地域住民等の安心及び安全に

寄与しているものと評価でき

る。 

 

以上のことから環境保全に

関する計画に係る取組及び

120％を超えて数値目標を達成

したことを総合的に判断し、

「Ａ」と評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

特になし。 

た評定は妥当なものと考えられる。 

 

(注)環境マネジメントシステム 

組織や事業者がその運営や経営の中で自主的に環

境保全に関する取組を進めるにあたり、環境に関する

方針や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて取り

組んでいくことを「環境管理」又は「環境マネジメン

ト」といい、このための工場や事業所内の体制・手続

き等の仕組を指す。 
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び更新の状況  

 

 

 

○環境報告書の作成及び公

表状況  

 

 

○環境物品の調達状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○環境保全と調和の取れた

事業活動を遂行するため、

温室効果ガス排出量の削

減など政府の方針に沿っ

た環境保全に関する計画

を策定し着実に実施して

いるか。 

て、全職員が運用文書に基づ

き、環境保全に取り組み、Ｉ

ＳＯ14001認証の維持審査及

び更新審査に合格した。 

・ 各年度における活動実績を

環境報告書として作成し、国

立印刷局ホームページで公

表した。 

・ 国等による環境物品等の調

達の推進等に関する法律に

基づき、各年度の国立印刷局

環境物品調達方針を策定し、

環境物品の調達を徹底した

結果、各年度の事務用品にお

ける環境物品購入率は 100％

であった。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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平成 25年度～平成 26年度予算   

            （単位：百万円） 

区  分 計画額 決算額 

収入 

 業務収入 

 その他収入 

計 

 

138,929 

2,572 

141,500 

 

141,977 

2,752 

144,729 

支出 

 業務支出 

  人件費支出 

  原材料支出 

  その他業務支出 

施設整備費 

計 

 

115,800 

75,835 

11,718 

28,247 

35,171 

150,971 

 

117,049 

75,324 

13,854 

27,872 

30,307 

147,356 

 

注１）上記の金額は以下の条件に基づき試算したもので

あり、中期計画策定時に想定されなかった事象が生

じた場合には、変動することがあります（収支計画

及び資金計画についても同様です。）。 

○ 事業収入として、銀行券は平成 25 年度以降 31.5

億枚の製造量を前提にした計数により見込んでい

ます。 

○ 人件費のベースアップ伸び率を年 0％で試算して

います。 

注２）施設整備費は、生産関連設備、庁舎などの固定資

産支出額です。 

注３）資産債務改革の趣旨を踏まえた組織の見直し、保

有資産の見直しにより発生する収入及び支出は、含

まれていません。ただし、虎の門工場印刷機能の移

転に関する施設整備費等は、計上しています。 

注４）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一

致しないことがあります。 

平成 25年度～平成 26年度収支計画 

          （単位：百万円） 

区  分 計画額 実績額 

収益の部 

  売上高 

  営業外収益 

  特別利益 

計 

 

132,313 

1,038 

0 

133,351 

 

133,302 

1,144 

2,911 

137,357 

費用の部 

  売上原価 

  販売費及び一般管理費 

  営業外費用 

  特別損失 

計 

 

104,693 

16,932 

481 

1,791 

123,897 

 

102,297 

17,444 

546 

1,843 

122,130 

当期純利益 9,454 15,227 

目的積立金取崩額 0 0 

当期総利益 9,454 15,227 

 

注１）平成 26 年度予定の年金財政再計算に伴い、整理資

源に係る退職給付債務額の見直しを行うため費用の金

額を変更する場合があります。 

なお、整理資源とは、現在支給されている共済年金

のうち、昭和 34 年 10 月前の恩給期間を有する者に支

給される年金に係る負担をいいます。 

注２）上記の金額は、消費税を除いた金額です。 

注３）資産債務改革の趣旨を踏まえた組織の見直し、保有

資産の見直しにより発生する収益及び費用は、含まれ

ていません。ただし、虎の門工場印刷機能の移転に関

する費用は、計上しています。 

注４）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致

しないことがあります。 

平成 25年度～平成 26年度資金計画 

  （単位：百万円） 

区  分 計画額 実績額 

資金収入 

  業務活動による収入 

   業務収入 

   その他収入 

  投資活動による収入 

  財務活動による収入 

  前期よりの繰越金 

360,586 

140,216 

132,378 

7,838 

219,539 

0 

830 

371,415 

143,276 

133,433 

9,842 

227,329 

0 

810 

資金支出 

  業務活動による支出 

   原材料支出 

   人件費支出 

   その他支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

359,725 

130,645 

11,179 

77,191 

42,276 

227,651 

1,429 

370,527 

129,809 

12,923 

76,098 

40,788 

239,167 

1,552 

翌年度への繰越金 861 887 

 

注１）平成 26 年度予定の年金財政再計算に伴い、整理資源

に係る退職給付債務額の見直しを行うため費用の金額

を変更する場合があります。 

なお、整理資源とは、現在支給されている共済年金の

うち、昭和 34年 10月前の恩給期間を有する者に支給さ

れる年金に係る負担をいいます。 

注２）資産債務改革の趣旨を踏まえた組織の見直し、保有資

産の見直しにより発生する収入及び支出は、含まれてい

ません。ただし、虎の門工場印刷機能の移転に関する施

設整備費等は、計上しています。 

注３）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致し

ないことがあります。 

平成 25年度～平成 26年度施設、設備に関する計画 

 （単位：百万円） 

区   分 計画額 実績額 

施設関連 

製紙部門 4,168 1,665 

印刷部門 8,614 8,683 

共通部門 496 460 

小計 13,278 10,808 

設備関連 

製紙部門 4,644 4,898 

印刷部門 16,296 16,022 

共通部門 1,185 333 

小計 22,125 21,253 

合   計 35,403 32,061 

 

注１）上記の金額は、消費税を除いた金額です。 

なお、施設関連は建物及び構築物を、設備関連は

機械装置等を示します。 

注２）上記の金額は、資産債務改革の趣旨を踏まえた組

織の見直し及び保有資産の見直しを踏まえた必要

な設備投資や、予見し難い事情による施設、設備の

整備の追加等により変更される場合があります。 

注３）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一

致しないことがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 


	本中期目標期間実績平均
	26年度
	25年度
	目　標
	区　分
	実績
	実績
	派遣者数
	10名 
	12名
	15名
	14名

